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脇田 滋

2008年9月、リーマン・ブラザーズの破綻によるグローパル金融危機以

降、日本社会は、雇用破壊と生活不安が広がる深刻な状況に至っている。

2008年末の「派遣切りJは、約30万人に及ぶ非正規労働者の雇用喪失を

もたらしたが、雇用社会の崩壊ともいえる状況を可視化させるものであっ

た。世界的大企業の製造現場で働いてた若年労働者が、一夜にして雇用と

ともに住居まで失い、生活基盤をなくして「年越し派遣村jに頼るしかな

い「ワーキング・プア(働く貧困)Jの状況にあることが社会的に大きな

注目を集めることになった。

政府や財界は、 1980年代以降、雇用・労働分野での規制緩和を進めて

「雇用流動化Jを推進して、不安定な雇用であるのに劣悪条件という世界

に例のない「日本型非正規雇用Jを拡大してきた。他方、それに伴う失業

や半失業状態の労働者の増加に対応した「雇用安全網」の整備はほとんど

進めなかった。高度経済成長時代の「完全雇用Jと「内部労働市場」を前

提に、構造的・大量的な失業を前提にしない雇用保険制度を維持したま

ま、労働者派遣事業や民営職業紹介業など「人材ビジネス」を拡大して、

失業対策や非正規労働者保護への対策の中心となる公的職業サービスを縮

小するという正反対の政策を進めてきた。「派遣切りJで可視化されたよ

うに、非正規雇用の拡大(=正社員雇用の破壊)は進んだものの、「社会

的安全網(セーフテイネット)Jの欠如や劣悪さが浮かび上がり、最後の
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安全網である「生活保護Jの比重が大きくなり、生活保護受給者は、 1990

年代の2倍に相当する200万人へと急増している。

とくに、現行雇用保険は受給日数90日を基本としているために、就職難

時代の失業生活保障としては余りにも不十分である。国際労働機関 (ILO)

の調査によれば、 2009年3月、日本は失業者の23%しか失業保障を受けて

いないことが明らかになった。その年の政権交代の後、雇用安全網の整備

が法・政策的課題となり、政府は履用保険受給後も失業していたり、雇用

保険の受給ができない失業者を対象にして、職業訓練を受けることを前提

に、月10万円を支給する「求職者支援制度Jを予算措置として創設した。

同制度は、雇用情勢が一層厳しい中で、 2011年5月13日、「職業訓練の実施

等による特定求職者の就職の支援に関する法律J(求職者支援法)として

国会で成立し、恒久的制度となった。しかし、 2011年3月11日に発生した

東日本大震災によって、日本の雇用・経済をめぐる状況は一層深刻なもの

になっている。こうした中で、財政難を理由として生活保護や社会福祉制

度の改悪・後退を進める動きも活発であり、今後の政策展開はきわめて不

透明な状況にある。重要な問題であることについての異論はなくなった

が、失業扶助、公的就労事業などを含めた本格的な扇用安全網をどのよう

に整備するかについて検討すべき課題は山積している。 1)

最近になって、デンマークの雇用安全網対策に注目が集まっているが2)、

東アジアで、日本と多くの点で類似した状況を示しておるのが韓国であ

る。韓国では、①1990年代末に深刻な経済危機のために生活困窮者が増大

し、非正規雇用が急速に増加した。②そうした社会的事情を背景に、雇用

保険制度が整備され、また、従来の生活保護法に代わって「基礎生活保障

1 )木下秀雄「失業労働者の生活保障と胆用保険法J労働法律旬報1697号 (21∞9年
6月)、 p.54以下、中村和雄・脇田滋 rr非正規jをなくす方法J(新日本出版社、
2010年5月)等、参照。
2) rデンマークの積極的労働市場政策に学ぶ-2010年日弁連デンマーク調査報告
-J労働法体旬報1743号 (2011年5月上旬)、 6頁以下。
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法Jが制定されることになった。③社会の両極化が問題となるなかで、非

正規職対策として、 2年後の正規職転換と差別禁止を柱とする「非正規職

保護法J(2006年法)が制定された♂その結果、相当数の正規職転換があ

り、また、関連判例でも日本とは異なって非正規労働者保護の方向での改

善が大きく進んできた。しかし、 2∞8年末の経済危機で、韓国における雇
用安全網の限界が如実に現れている。景気の低迷によって、事実上の失業

者が約400万人にまで急増して、失業率が10年ぶりに最大値を記録するこ

とになったという。経済危機の苦痛は、とりわけ、零細自営業者、臨時・

日雇職、青年など労働市場における脆弱層に集中することになった。こう

した中で、韓国では市民団体や野党を中心に、「雇用安全網死角地帯」に

置かれている人々を対象にした改善案が活発に論議されており、雇用保険

法改正、青年雇用の促進のための法案が提出されるなど注目すべき動きが

見られ、さらに、基礎生活保障法についても、市民団体を中心に改正案が

提出されている。 4)

筆者は、こうした韓国における雇用安全網をめぐる議論に注目し、研究

課題としているが、その基礎作業として関係法令や法案の翻訳を行うこと

にした。①雇用保険法、②基礎生活保障法、③青年雇用促進法、④雇用保

険法改正案、⑤青年雇用促進法改正案を訳出することを計画した。字数の

制約があり、今回は、その第l回目として、(1)雇用保険法と、政府(雇

用労働部)が2011年2月に発表した (2)雇用保険制度の概要二つを翻訳

し、掲載することにした。

3)脇田滋「韓国非正規職保護法:その概要と関連動向J龍谷法学40巻4号 (2∞8
年3月)p.1208以下、宋剛直「緯国の非正規労働法j労働法律旬報1733号 (2010

年12月)p.14以下等、参照。
4)幌国の最近の状況については、脇田滋・田中明彦・波畑芳和・川崎航史郎 rc実
情調査報告〕韓国における庖用安全網J龍谷大学社会科学研究所年報第41号参照。
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4#固における雇用安全網関連の法令・資料(1) 扇用保険法・雇用保険制度

(1)雇用保険法5)

〔制定1993.12.27法律第4644号、一部改正1994.12.22法律第4826号、

1996.12.30法律第5226号、 1997.08.28法律第5399号1997.12.13法律第5453

号、 1997.12.13法律第5454号、 1998.02.20法律第5514号、 1998.09.17法律第

5566号、 1999.12.31法律第6099号、 2000.01.12法律第6124号、 2001.08.14

法律第6509号、 2002.12.30法律第6850号、 2003.12.31法律第7048号、

2005.05.31法律第7565号、 2005.05.31法律第7565号、 2005.12.07法律第7705

号、 2006.10.04法律第8050号、 2006.12.28法律第8118号、 2006.12.30法律第

8135号、全部改正2∞7.05.11法律第8429号、一部改正2007.12.21法律第8781
号、 2008.03.21法律第8959号、 2008.12.31法律第9315号、 2009.10.09法律

第9792号、 2010.01.27法律第9990号、 2010.02.04法律第9999号、他法改正

2010.05.31法律第10337号、一部改正2010.05.31法律第10338号、 2010.06.04

法律第10339号〕

第1章総則

第l条(目的)

この法律は雇用保険の施行を通じて失業の予防、雇用の促進及び勤労者

の職業能力の開発及び向上を試みて、国の職業指導及び職業紹介機能を強

化して、勤労者が失業した場合に生活に必要な給与を実施して勤労者の生

活安定及び求職活動を促進することによって経済・社会発展に貢献するこ

とを目的とする.

第2条(定義)

この法律で使用する用語の意味は次の通りである。〔改正2008.12.31、

5 )条文のテキストは、韓国政府・法制処のHP(h句://1aw.go.kr /1sBdyPrint 

do#AJAX)から入手した (2011年5月現在)。
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2010.1.27、2010.6.4)

1."被保険者"とは、「雇用保険及び産業災害補償保険の保険料徴収など

に関する法律J(以下"保険料徴収法"という)第5条第l項・第2項、第6条

第l項及び第8条第1項・第2項により保険に加入するか加入したとみなす勤

労者をいう。

2."離職"とは、被保険者と事業主の聞の雇用関係が終了することをい

つ。

3."失業"とは、勤労の意思及び能力があるにもかかわらず、就職でき

ない状態にあることをいう。

4.11失業の認定"とは、職業安定機関の長が第43条による受給資格者が

失業した状態で積極的に職業を求めるために努力していると認めることを

いう。

5."報酬11とは「所得税法」第20条による勤労所得で大統領令に定める

金品を除いた金額をいう。

6.11日雇勤労者"とは、 1ヶ月未満の閑雇用される者をいう。

第3条(保険の管掌)

雇用保険(以下"保険"という)は、雇用労働部長官が管掌する。〔改正

2010.6.4) 

第4条(雇用保険事業)

①保険は第l条の目的を逮するために雇用保険事業(以下"保険事業"と

いう)で雇用安定・職業能力開発事業、失業給付、育児休職給与及び産前

産後休暇給与などを実施する。

②保険事業の保険年度は政府の会計年度による。

(随法 '11)44・1.254 (お4)
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第5条(国庫の負担)

①国は毎年保険事業にかかる費用の一部を一般会計で負担することがで

きる。

②国は毎年予算の範囲で保険事業の管理・運営にかかる費用を負担する

ことができる。

第6条(保険料)

①この法律による保険事業にかかる費用を充当するために徴収する保険

料及びその他の徴収金に対しては保険料徴収法で定めるところによる.

②保険料徴収法第13条第1項第1号により徴収された雇用安定・職業能力

開発事業の保険科および失業給付の保険料は各々その事業にかかる費用に

充当する。ただし、失業給付の保険料は育児休職給与および産前産後休暇

給与などにかかる費用に充当することができるo

第7条(雇用保険委員会)

①この法律および保険料徴収法(保険に関する事項だけ該当する)の施

行に関する主要事項を審議するために雇用労働部に雇用保険委員会(以

下、この条で"委員会"という)を置く。〔改正2010.6.4)

②委員会は次の各号の事項を審議する。

1.保険制度および保険事業の改善に関する事項

2.保険料徴収法による保険料率の決定に関する事項

3.第11条の2による保険事業の評価に関する事項

4.第81条による基金運用計画の樹立および基金の運用結果に関する事

項

5.その他委員長が保険制度及び保険事業と関連して委員会の審議が必

要と認める事項

③委員会は委員長1人を含む20人以内の委員で構成する。

(間法・11)44・1.255 (お5)
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④委員会の委員長は雇用労働部次官が、委員は次の各号の人の中か

ら各々同数で雇用労働部長官が任命するか委嘱する人がなる。〔改正

2010.6.4) 

1.勤労者を代表する人

2.使用者を代表する人

3.公益を代表する人

4.政府を代表する人

⑤委員会は審議事項を事前に検討・調整するために委員会に専門委員会

を置くことができる。

⑥委員会および専門委員会の構成・運営並びにその他必要な事項は大統

領令で定める。

[全文改正2008.12.31]

第8条(適用範閤)

この法律は勤労者を使用するすべての事業または、事業場(以下"事業"

という)に適用する。ただし、産業別特性及ぴ規模などを考慮して大統領

令で定める事業に対しては適用しない。

第9条(保険関係の成立・消滅)

この法律による保険関係の成立及ぴ消滅については保険料徴収法で定め

るところによる.

第10条(適用除外勤労者)

次の各号のいずれかーに該当する勤労者にはこの法律を適用しない。た

だし、第1号の勤労者に対する雇用安定・職業能力開発事業に関してはそ

の限りではない.(改正2008.3.21)

1.65才以上である者

(施法 '11)44・1.256 (256) 
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2.所定勤労時間が大統領令に定める時間未満の者

3. r国家公務員法Jと「地方公務員法Jによる公務員。ただし、大統
領令で定めるところによって特別職および契約職公務員の場合は本人の意

思により雇用保険(第4章に限る)に加入することができる。

4. r私立学校教職員年金法jの適用を受ける者
5.その他に大統領令で定める者

第11条(保険関連調査・研究)

①雇用労働部長官は労働市場・職業および職業能力開発に関する研究並

びに保険関連業務を支援するための調査・研究事業などをすることができ

るo (改正2010.6.4)

②雇用労働部長官は必要と認めるとき第1項による業務の一部を大統領

令で定める者に代行させることができる。〔改正2010.6.4)

第11条の2(保険事業の評価)

①雇用労働部長官は保険事業に対し常時的かつ体系的な評価をしなけれ

ばならない。〔改正2010.6.4)

②雇用労働部長官は第l項による評価の専門性を確保するために大統

領令で定める機関に第1項による評価を依頼することができるo (改正

2010.6.4) 

③麗用労働部長官は第l項及び第2項による評価結果を反映して保険事業

を調整し、第81条による基金運用計画を樹立しなければならない。〔改正

2010.6.4) 

[本条新設2008.12.31]

第12条(国際交流・協力)

雇用労働部長官は保険事業に関して国際機構及ぴ外国政府又は、機関と

(臨法 '11)44 -1. 257 (257) 
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の交流・協力事業をすることができる。〔改正2010.6.4)

第2章被保険者の管理

第13条(被保険者格の取得日)

被保険者はこの法律が適用される事業に雇用された日に被保険者格を取

得する。ただし、次の各号の場合には各々その該当する日に被保険者格を

取得したものとみなすD

1.第10条による適用除外勤労者であった者が、この法律の適用を受け

ることになった場合にはその適用を受けることになった日

2.保険料徴収法第7条による保険関係成立目前に雇用された勤労者の

場合にはその保険関係が成立した日

第14条(被保険者格の喪失日)

被保険者は次の各号のいずれかーに該当する日に各々その被保険者格を

喪失する。

1.被保険者が第10条による適用除外勤労者に該当することになった場

合にはその適用除外対象者になった日

2.保険料徴収法第10条により保険関係が消滅した場合にはその保険関

係が消滅した日

3.被保険者が離職した場合には離職した日の翌日

4.被保険者が死亡した場合には死亡した日の翌日

第15条(被保険者格に関する申告など)

①事業主はその事業に雇用された勤労者の被保険者格の取得および喪失

などに関する事項を大統領令で定めるところによって雇用労働部長官に申

告しなければならない。〔改正2010.6.4)

②保険料徴収法第9条により元請負人が事業主になった場合にその事業

(開法 '11)44・1.258 (258) 
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に従事する勤労者の中で、元請負人が雇用する勤労者以外の勤労者に対し

てはその勤労者を雇用する、次の各号の下請負人が第1項による申告をし

なければならない。この場合、元請負人は雇用労働部令で定めるところに

よって下請負人に関する資料を雇用労働部長官に提出しなければならな

い。〔改正2010.2.4，2010.6.4)

1. r建設産業基本法J第2条第5号による建設業者
2. r住宅法J第9条による住宅建設事業者
3. r電器工事業法」第2条第3号による工事業者
4. r情報通信工事業法J第2条第4号による情報通信工事業者
5. r消防施設工事業法j第2条第1項第2号による消防施設業者
6. r文化財修理などに関する法律J第14条による文化財修理業者
③事業主が第1項による被保険者格に関する事項を申告しなければ大統

領令で定めるところに従って勤労者が申告することができる。

④雇用労働部長官は第1項から第3項までの規定により申告された被保険

者格の取得及び喪失などに関する事項を雇用労働部令で定めるところに

よって被保険者及び元請負人など関係人に知らせなければならない。〔改

正2010.6.4)

⑤第1項若しくは第2項による事業主、元請負人又は下請負人は同項

の申告を雇用労働部令に定める電子的方法ですることができる。〔改正

2010.6.4) 

⑤雇用労働部長官は第5項により電子的方法で申告をしようとする事業

主、元請負人又は下請負人に雇用労働部令で定めるところによって必要な

装備などを支援することができるo (改正2010.6.4)

第15条(被保険者格に関する申告など)

①事業主はその事業に雇用された勤労者の被保険者格の取得及び喪失な

どに関する事項を大統領令で定めるところによって雇用労働部長官に申告

(龍法・11)44・1.259 (259) 
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しなければならない。〔改正2010.6.4)

②保険料徴収法第9条により元請負人が事業主になった場合にその事業

に従事する勤労者の中で元請負人が雇用する勤労者以外の勤労者に対し

てはその勤労者を雇用する、次の各号の下請負人が第l項による申告をし

なければならない。この場合、元請負人は雇用労働部令で定めるところ

によって下請負人に関する資料を雇用労働部長官に提出しなければならな

い。〔改正2010.2.4，2010.6.4，2011.5.24)

1. r建設産業基本法J第2条第7号による建設業者
2. r住宅法J第9条による住宅建設事業者
3. r電器工事業法J第2条第3号による工事業者
4. r情報通信工事業法」第2条第4号による情報通信工事業者
5. r消防施設工事業法J第2条第l項第2号による消防施設業者
6. r文化財修理などに関する法律J第14条による文化財修理業者
③事業主が第1項による被保険者格に関する事項を申告しないとき、大

統領令で定めるところによって勤労者が申告することができる。

④履用労働部長官は、第l項から第3項までの規定により申告された被保

険者格の取得および喪失などに関する事項を雇用労働部令で定めるとこ

ろにより被保険者および元請負人など関係人に知らせなければならない。

〔改正2010.6.4)

⑤第l項又は第2項による事業主、元請負人又は下請負人は、同項の申告

を麗用労働部令に定める電子的方法ですることができる。〔改正2010.6.4)

⑥麗用労働部長官は第5項により電子的方法で申告をしようとする事業

主、元請負人又は下請負人に雇用労働部令で定めるところによって必要な

装備などを支援することができる。〔改正2010.6.4)

[施行日:2011.11.25]第15条

{飽法・11)44・1.260 (2印)
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第16条(離職の確認)

①事業主は、第15条第1項により被保険者格の喪失を申告するとき、勤

労者が離職により被保険者資格を授失した場合には被保険単位期間・離職

理由及び離職前に支給した賃金 <f勤労基準法jによる賃金をいう。以下、

同じ)・退職金などの明細を証明する書類(以下"離職確認書"という)を

作成して雇用労働部長官に提出しなければならない。ただし、第43条第1

項による受給資格の認定申請を望まない被保険者格喪失者(日雇勤労者は

除く)に対してはその限りではない。〔改正2010.1.27，2010.6.4]

②離職により被保険者資格を喪失した者は、失業給付の受給資格の認定

申請のために従来の事業主に離職確認書の交付を請求することができる。

この場合、請求を受けた事業主は離職確認書を渡さなければならない。

第17条(被保険者資格の確認)

①被保険者又は被保険者であった者はいつでも雇用労働部長官に被

保険者格の取得又は喪失に関する確認を請求することができる。〔改正

2010.6.4] 

②雇用労働部長官は第l項による請求によるか又は職権により被保険者

格の取得若しくは喪失に関して確認をする。〔改正2010.6.4]

③雇用労働部長官は、第2項による確認結果を大統領令で定めるところ

によってその確認を請求した被保険者及び事業主など関係人に知らせなけ

ればならない。〔改正2010.6.4]

第18条(被保険者格二重取得の制限)

勤労者が保険関係が成立している二以上の事業に同時に雇用されている

場合には、雇用労働部令で定めるところによって、その中の一つの事業の

勤労者としての被保険者格を取得する。〔改正2010.6.4)

(龍法・11)44・1.261 (261) 
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第3章雇用安定・職業能力開発事業

第四条(雇用安定・職業能力開発事業の実施)

①雇用労働部長官は被保険者および被保険者であった者、その他就職す

る意思を持つ者(以下"被保険者など"という)に対する失業の予防、就業

の促進、雇用機会の拡大、職業能力開発・向上の機会提供及び支援、その

他雇用安定と事業主に対する人材確保を支援するために雇用安定・職業能

力開発事業を実施する。〔改正2010.6.4)

②雇用労働部長官は、第1項による雇用安定・職業能力開発事業を実施

するときには勤労者の数，雇用安定・職業能力開発のために取った措置及

び実績など大統領令に定める基準に該当する企業を優先的に考慮しなけれ

ばならない。〔改正2010.6.4)

第20条(雇用創出の支援)

雇用労働部長官は、雇用環境改善、勤務形態変更などにより雇用の機会

を拡大した事業主に大統領令で定めるところによって必要な支援をするこ

とができるo (改正2010.6.4)

第21条(雇用調整の支援)

①雇用労働部長官は、景気の変動、産業構造の変化などによる事業規模

の縮小、事業の廃業又は転換によって雇用調整が避けられなくなった事業

主が、勤労者に対する休業、職業転換に必要な職業能力開発訓練、人材の

再配置などを実施し又はその他勤労者の雇用安定のための措置をとると

き、大統領令で定めるところによってその事業主に必要な支援をすること

ができる。〔改正2010.6.4)

②雇用労働部長官は、第1項の雇用調整により離職した勤労者を雇用す

るなと'雇用が不安定になった勤労者の雇用安定のための措置をする事業主

に大統領令で定めるところによって必要な支援をすることができる。〔改

(随法 '11)44・1.262 (262) 
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正2010.6.4)

③雇用労働部長官は、第1項による支援をするときには「雇用政策基本

法J第32条による業種に該当し、又は地域にある事業主に優先的に支援す

ることができる。〔改正2∞9.10.9，2010.6.4J

第22条(地域雇用の促進)

雇用労働部長官は、雇用機会が明確に不足するか又は産業構造の変化な

どにより雇用事情が急速に悪化している地域に事業を移転するか又はその

ような地域で事業を新設若しくは増設してその地域の失業予防および再就

職促進に寄与した事業主、その他その地域の雇用機会拡大に必要な措置を

とった事業主に大統領令で定めるところによって必要な支援をすることが

できる。〔改正2010.6.4J

第23条(高齢者など雇用促進の支援)

雇用労働部長官は、高齢者など労働市場の通常の条件では就業が特に困

難な者(以下"高齢者など"という)の雇用を促進するために高齢者などを

新しく雇用し又はこれらの雇用安定に必要な措置をとる事業主若しくは事

業主が実施する雇用安定措置に該当する勤労者に大統領令で定めるところ

によって必要な支援をすることができる。〔改正2010.6.4J

第24条(建設勤労者などの雇用安定支援)

①雇用労働部長官は、建設勤労者など雇用状態が不安定な勤労者のため

に次の各号の事業を実施する事業主に大統領令で定めるところによって必

要な支援をすることができる。〔改正2010.6.4J

L雇用状態の改善のための事業

2.継続的な雇用機会の付与など雇用安定のための事業

3.その他大統領令に定める雇用安定事業

(間法・11)44 -1. 263 (お3)



翻訳

②雇用労働部長官は、第l項各号の事業と関連して事業主が単独で雇用

安定事業を実施することが困難な場合として大統領令で定める場合には、

事業主団体に対しても支援することができる。〔改正2010.6.4)

第25条(雇用安定および就業促進)

①雇用労働部長官は、被保険者などの雇用安定及び就業を促進するため

に次の各号の事業を直接実施し、又はこれを実施する者に必要な費用を支

援若しくは貸付けることができるo(改正2010.6.4)

1.雇用管理診断など雇用改善支援事業

2.被保険者などの創業を促進するための支援事業

3.その他被保険者などの雇用安定及び就業を促進するための事業とし

て大統領令に定める事業

②第1項による事業の実施と費用の支援・貸付に必要な事項は大統領令

に定める。

第26条(雇用促進施設に対する支援)

雇用労働部長官は、被保険者などの雇用安定・雇用促進及び事業主の人

材確保を支援するために大統領令で定めるところによって相談施設、保育

施設、その他大統領令に定める雇用促進施設を設置・運営する者に必要な

支援をすることができる。〔改正2010.6.4)

第27条(事業主に対する職業能力開発訓練の支援)

雇用労働部長官は、被保険者などの職業能力を開発・向上させるために

大統領令で定める職業能力開発訓練を実施する事業主に大統領令で定め

るところによってその訓練に必要な費用を支援することができる。〔改正

2010.6.4) 

(臨法 '11)44・1.264 (264) 
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第28条(費用支援の基準など)

雇用労働部長官が第27条により事業主に費用を支援する場合、支援金額

は保険料徴収法第16条の3による当該年度の雇用保険料若しくは同法第17

条による当該年度の雇用保険概算保険料中、庖用安定・職業能力開発事業

の保険料として大統領令で定める比率を掛けた金額とし、その限度は大統

領令で定める。〔改正2010.1.27，2010.6.4)

第29条(被保険者などに対する職業能力開発支援)

①雇用労働部長官は、被保険者などが職業能力開発訓練を受けるか又は

その他職業能力開発・向上のために努力する場合には、大統領令で定める

ところによって必要な費用を支媛することができる。〔改正2010.6.4)

②雇用労働部長官は、必要と認めるとき大統領令で定めるところによっ

て被保険者などの就業を促進するための職業能力開発訓練を実施すること

ができる。〔改正2010.6.4)

③雇用労働部長官は、大統領令で定める低所得被保険者などが職業能力

開発訓練を受ける場合、大統領令で定めるところに従って生計費を貸付け

ることができる。〔新設2008.12.31，2010.6.4)

第30条(職業能力開発訓練施設に対する支援など)

雇用労働部長官は、被保険者などの職業能力開発・向上のために必要と

認めれば大統領令で定めるところによって職業能力開発訓練施設の設置及

ぴ装備購入に必要な費用の貸付、その他に扇用労働部長官が定める職業能

力開発訓練施設の設置及び装備購入・運営に必要な費用を支援することが

できるo (改正2010.6.4)

第31条(職業能力開発の促進)

①雇用労働部長官は、被保険者などの職業能力開発・向上を促進するた

(龍法 '11)44・1.265 (265) 
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めに次の各号の事業を実施するか又はこれを実施する者にその事業の実施

に必要な費用を支援することができる。〔改正2010ふ31，2010.6.4)

1.職業能力開発事業に対する技術支援および評価事業

2.資格検定事業及び「熟練技術奨励法」による熟練技術奨励事業

3.その他に大統領令に定める事業

②雇用労働部長官は、職業能力開発・向上及び人材の円滑な需給のため

に必要と認めるとき、大統領令で定めるところによって雇用労働部長官が

定める職種に対する職業能力開発訓練事業を委託して実施することができ

る。〔改正2010.6.4)

第32条(建設勤労者などの職業能力開発支援)

①雇用労働部長官は、建設勤労者など雇用状態が不安定な勤労者のため

に職業能力開発・向上のための事業として大統領令で定める事業を実施す

る事業主にその事業の実施に必要な費用を支援することができる。〔改正

2010.6.4) 

②雇用労働部長官は、第1項の事業と関連して事業主が単独で職業能力

開発事業を実施しにくい場合として大統領令に定める場合には事業主団体

に対しも支援することができる。〔改正2010.6.4)

第33条(雇用情報の提供および雇用支援基盤の構築など)

①雇用労働部長官は、事業主および被保険者などに対する求人・求職・

訓練など雇用情報の提供、職業・訓練相談など職業指導、職業紹介、雇用

安定・職業能力開発に関する基盤の構築及び、その者に必要な専門人材の

配置などの事業をすることができる。〔改正2010.6.4)

②雇用労働部長官は、必要と認めるとき、第1項による業務の一部を

「職業安定法J第4条の4による民間職業相談員に遂行させることができるo

〔改正2010.6.4)

(龍法 '11)44・1.266 (お6)
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第34条(地方自治体などに対する支援)

雇用労働部長官は、地方自治体若しくは大統領令に定める非営利法人・

団体がその地域で被保険者などの雇用安定・履用促進および職業能力開発

のための事業を実施する場合には大統領令で定めるところによって必要な

支援をすることができるo (改正2010.6.4)

第35条(不正行為による支援の制限など)

①雇用労働部長官は、偽りその他の不正な方法でこの章の規定による雇

用安定・職業能力開発事業の支援を受けた者若しくは受けようとする者に

大統領令で定めるところによって、その支援を制限するか又は偽りその他

の不正な方法で支援を受けた金額を返還するように命じることができるo

〔改正2∞8.12.31，2010.6.4)
②雇用労働部長官は、第1項により返還を命ずる場合にはこれに追

加して雇用労働部令に定める基準により、その偽りその他の不正な方

法で支給された金額の5倍以下の金額を徴収することができるo (改正

2008.12.31，2010.6.4) 

③第1項及ぴ第2項にもかかわらず、偽りその他の不正な方法で職業

能力開発事業の支援を受けた者若しくは受けようとする者に対する支

援の制限、返還及び追加徴収に関しては「勤労者職業能力開発法J第55

条第1項・第2項、第56条第l項から第3項までの規定を準用するo (新設

2008.12.31，2010.5.31) 

④雇用労働部長官は、保険料を滞納した者には雇用労働部長官が定める

ところによってこの章の規定による雇用安定・職業能力開発事業の支援を

しないことができる。〔改正2008.12.31，2010.6.4)

(阻法・11)44. 1. 267 (267) 
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第36条(業務の代行)

雇用労働部長官は、必要と認めるとき、第四条及び第27条から第31条ま

での規定による業務の一部を大統領令に定める者に代行させることができ

る。〔改正2010.6.4)

第4章失業給付

第1節通則

第37条(失業給付の種類)

①失業給付は求職給与と就業促進手当に区分する。

②就業促進手当の種類は次の各号の通りである.

1.早期再就職手当

2.職業能力開発手当

3.広域求職活動費

4.移住費

第38条(受給権の保護)

失業給付を受ける権利は、譲渡若しくは差押さえ又は担保に提供するこ

とができない。

第39条(失業給付の適用延長)

被保険者として65才前に離職した者が、その離職と関連して失業した状

態で65才になれば第10条第1号にもかかわらず、この章を適用する。

第2節求職給与

第40条(求職給与の受給要件)

①求職給与は、離職した被保険者が次の各号の要件を全部整えた場合に

支給する。ただし、第5号と第6号は最終離職当時、日雇勤労者であった者

(飽法 '11)44・1.268 (268) 
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だけが該当する。

1.離職日以前18ヶ月間(以下"基準期間"という)第41条による被保険

単位期聞が通算して180日以上であること

2.勤労の意思及び能力があるにもかかわらず、就業(営利を目的に事

業を営む場合を含む。以下この章で同じ)できない状態にあること

3.離職理由が第58条による受給資格の制限理由に該当しないこと

4.再就職のための努力を積極的にすること

5.第43条による受給資格認定申請日以前1ヶ月の聞の勤労回数が10日

未満であること

6.最終離職日以前の基準期間の被保険単位期間180日の中で他の事業

で第58条による受給資格の制限理由に該当する理由で離職した事実がある

場合には、その被保険単位期間の中で90日以上を日雇勤労者として勤労し

たこと

②被保険者が離職日以前18ヶ月の聞に疾病・負傷、その他に大統領令

に定める理由で継続して30日以上報酬の支給を受けることができなかっ

た場合には18ヶ月にその理由で報酬を支給受けることができなかった日

数を加算した期間を基準期間 (3年を超過する時には3年)とする。〔改正

2010.1.27) 

第41条(被保険単位期間)

①被保険単位期間は被保険期間中報酬支給の基礎になった日を合わせて

計算する。〔改正2010.1.27)

②第l項により被保険単位期間を計算するときには最後に被保険者資格

を取得した日以前に求職給与を受けた事実がある場合にはその求職給与と

関連した離職日以前の報酬支給の基礎になった日は被保険単位期間に含め

ない。〔改正2∞8.12.31，2010.1.27)

(飽法・11)44・1.269 (269) 
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第42条(失業の申告)

①求職給与を支給されようとする者は離職後遅滞なく職業安定機関に出

席して失業を申告しなければならない。

②第l項による失業の申告には求職申請と第43条による受給資格の認定

申請を含まなければならない。

第43条(受給資格の認定)

①求職給与を支給されようとする者は、職業安定機関の長から第40条第

1項第1号から第3号まで・第5号および第6号による求職給与の受給要件を

整えたという事実(以下"受給資格"という)の認定を受けなければならな

し、。

②職業安定機関の長は第l項による受給資格の認定申請を受けたとき、

その申請人に対する受給資格の認定の可否を決定して、大統領令で定める

ところにより申請人にその結果を知らせなければならない。

③第2項による申請人が、次の各号の要件を全部整えた場合には、最後

に離職した事業を基準として受給資格の認定の可否を決定する。ただし、

最後の離職当時日雇勤労者として被保険単位期間が1ヶ月未満の者が受給

資格を整えられない場合には、日雇勤労者でない勤労者として最後に離職

した事業を基準として決定する。〔改正2008.l2.31)

1.被保険者として最後に離職した事業に雇用される前に被保険者とし

て離職した事実があること

2.最後の離職以前の離職と関連して求職給与を受けた事実がないこと

④第2項により受給資格の認定を受けた者(以下11受給資格者"という)

が第48条および第54条第l項による期間に新しく受給資格の認定を受けた

場合には新しく認められた受給資格を基準として求職給与を支給する。

(龍法 '11)44.1.幻o(幻0)
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第44条(失業の認定)

①求職給与は受給資格者が失業した状態にある日の中で職業安定機関の

長から失業の認定を受けた日について支給する。

②失業の認定を受けようとする受給資格者は、第42条により失業の申告

をした日から計算し始めて1週から4週の範囲で職業安定機関の長が指定し

た日(以下"失業認定日"という)に出席して再就職のための努力をしたこ

とを申告しなければならず、職業安定機関の長は直前失業認定日の次の日

からその失業認定日までのそれぞれの日について失業の認定をする。ただ

し、次の各号に該当する者に対する失業の認定方法は雇用労働部令に定め

る基準による。〔改正2010.6.4)

1.職業能力開発訓練などを受ける受給資格者

2.天災地変、大量失業の発生など大統領令に定める理由が発生した場

合の受給資格者

3.その他に大統領令に定める受給資格者

③第2項にもかかわらず、受給資格者が次の各号のいずれかーに該当す

れば職業安定機関に出席できなかった理由を書いた証明書を提出して失業

の認定を受けることができるo

1.疾病又は負傷により職業安定機関に出席できなかった場合としてそ

の期間が継続して7日未満の場合

2.職業安定機関の職業紹介による求人者との面接などで職業安定機関

に出席できなかった場合

3.職業安定機関の長が指示した職業能力開発訓練などを受けるために

醜業安定機関に出席できなかった場合

4.天災地変又はその他のやむをえない理由により職業安定機関に出席

できなかった場合

④職業安定機関の長は第l項による失業を認めるときには受給資格者の

就業を促進するために再就職活動に関する計画の樹立支援、職業紹介など

(随法 '11)44・1.271 (271) 
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大統領令に定める措置をとらなければならない。この場合、受給資格者は

正当な理由がなければ職業安定機関の長の措置に従わなければならない。

第45条(給与の基礎になる賃金日額)

①求職給与の算定基礎になる賃金日額[以下"基礎日額"という]は第43条

第l項による受給資格の認定と関連した最後の離職当時「勤労基準法J第

2条第l項第6号により算定された平均賃金とする。ただし、最後の離職日

以前3ヶ月以内に被保険者格を取得した事実が2回以上の場合には最後の離

職日以前3ヶ月間(日雇勤労者の場合には最後の離職日以前4ヶ月中、最終

1ヶ月を除いた期間)にその勤労者に支給された賃金総額をその算定の基

準になる3ヶ月の総日数で除した金額を基礎日額とする。

②第l項により算定された金額が「勤労基準法Jによるその勤労者の通

常賃金より少ない場合にはその通常賃金額を基礎日額とする。ただし、最

後の事業で離職当時日雇勤労者であった者の場合にはその限りではない。

③第1項及び第2項により基礎日額を算定することが困難な場合並びに保

険料を保険料徴収法第3条による基準報酬(以下"基準報酬"という)を基

準として出した場合には基準報酬を基礎日額とする。ただし、保険料を基

準報酬で出した場合にも第1項及び第2項により算定した基礎日額が基準報

酬より多い場合にはその限りではない。〔改正2010.1.27)

④第1項から第3項までの規定にもかかわらず、これらの規定により算定

された基礎日額がその受給資格者の離職前1日所定勤労時間に離職日当時

適用された「最低賃金法」による時閥単位に該当する最低賃金額をかけた

金額(以下"最低基礎日額"という)より低い場合には最低基礎日額を基礎

日額とする.

⑤第1項から第3項までの規定にもかかわらず、これらの規定により算定

された基礎日額が保険の趣旨および一般勤労者の賃金水準などを考慮して

大統領令に定める金額を超過する場合には大統領令に定める金額を基礎日

(飽法 '11)44・1.272 (272) 
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額とする.

第46条(求職給与日額)

①求職給与日額は次の各号の区分による金額とする。

1.第45条第1項から第3項まで及ぴ第5項の場合にはその受給資格者の

基礎日額に100分の50を掛けた金額

2.第45条第4項の場合にはその受給資格者の基礎日額に100分の90を掛

けた金額(以下"最低求職給与日額"という)

②第1項第1号により算定された求職給与日額が最低求職給与日額より低

い場合には最低求職給与日額をその受給資格者の求職給与日額とする.

第47条(失業認定対象期間中の勤労の申告)

①受給資格者は失業の認定を受けようとする期間(以下"失業認定対象

期間"という)中に勤労を提供した場合にはその事実を職業安定機関の場

に申告しなければならない。

②職業安定機関の長は必要と認めれば受給資格者の失業認定対象期間中

の勤労提供事実について調査することができる。

第48条(受給期間及び受給日数)

①求職給与はこの法律に別に規定がある場合、他にはその求職給与の受

給資格と関連した離職日の翌日から計算し始めて12ヶ月内に第50条第1項

による所定給与日数を限度として支給する。

②第1項による12ヶ月の期間中、妊娠・出産・育児、その他大統領令に

定める理由により就職できない者がその事実を受給期間に職業安定機関に

申告した場合には12ヶ月の期間にその就職できない期間を加算した期間

(4年を越える時には4年)に第50条第1項による所定給与日数を限度として

求職給与を支給する。

(龍法 '11)44・1.273 (273) 
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③次の各号のいずれかーに該当する場合には該当最初の療養日に第2項

による申告をしたものとみなす。〔新設2∞8.12.31)
1. r産業災害補償保険法」第40条による療養給与を受ける場合
2.疾病若しくは負傷により3ヶ月以上の療養が必要なため離職して離

職期間の閥、就業活動が困難な事実が、療養期間と傷病状態を具体的に明

らかにした主治医の所見及ぴ療養のために離職したという事業主の意見を

通じて確認された場合

第49条(待機期間)

第44条にもかかわらず、第42条による失業の申告白から計算し始めて7

日間は待機期間とみなして求職給与を支給しない。

第50条(所定給与日数)

①一つの受給資格により求職給与を支給され得る日(以下"所定給与日

数"という)は待機期間が終わった翌日から計算し始めて被保険期間と年

齢により別表で定めた日数に達する日までとする。

②受給資格者が、所定給与日数内に第48条第2項による妊娠・出産・育

児、その他大統領令で定める理由により受給期間を延長した場合にはその

期間にあたる求職給与を猫予して支給する。

③第1項による被保険期間はその受給資格と関連した離職当時の適用事

業での雇用期間(第10条各号のいずれかーに該当する勤労者として雇用さ

れた期間は除く。以下この条で同じ)とするo ただし、その事業に雇用さ

れる前に他の適用事業で離職した事実があって、その離職日から3年以内

に被保険者格を再取得した場合にはその離職前適用事業での雇用期間を含

めて被保険期間を計算する。

④第3項但書により被保険期間を計算するとき離職する当時の適用事業

で被保険者格を再取得する前に求職給与を支給された事実がある場合には

(龍法・11)44 -1. 274 (274) 
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その求職給与と関連した離職日以前の雇用期間は被保険期間に含めて計算

しない。

⑤一つの被保険期間に被保険者になった日が第17条による被保険者資格

取得が確認された日から遡及して3年前ならばその確認された日から遡及

して3年になる日にその被保険者資格を取得したとみなして被保険期間を

計算する。

第51条(訓練延長給与)

①職業安定機関の長は、受給資格者の年齢・経歴などを考慮するとき、

再就職のために職業能力開発訓練などが必要であれば、その受給資格者に

職業能力開発訓練などを受けるように指示することができる。

②職業安定機関の長は、第l項により職業能力開発訓練などを受けるよ

うに指示した場合には、受給資格者がその職業能力開発訓練などを受ける

期間中、失業の認定を受けた日については所定給与日数を超えて求職給与

を延長して支給することができる。この場合、延長して支給する求職給与

(以下"訓練延長給与"という)の支給期間は大統領令で定める期間を限度

とする。

③第1項による訓練対象者・訓練過程、その他の必要な事項は雇用労働

部令で定める。〔改正2010.6.4)

第52条(個別延長給与)

①職業安定機関の長は、就業が特に困難で生活が難しい受給資格者とし

て大統領令で定める者には、その者が失業の認定を受けた日に所定給与日

数を超えて求職給与を延長して支給することができる。

②第l項により延長して支給する求職給与(以下"個別延長給与"という)

は、 60日の範囲で大統領令で定める期間の問支給する。

(飽法・11)44 -1. 275 (275) 
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第53条(特別延長給与)

①雇用労働部長官は、失業の急増など大統領令で定める理由が発生した

場合には60日の範囲で受給資格者が失業の認定を受けた日について所定給

与日数を超えて求職給与を延長して支給することができる。ただし、離職

後の生活安定のための一定基準以上の所得がある受給資格者など庖用労働

部令で定める受給資格者についてはその限りではない。〔改正2010.6.4)

②雇用労働部長官は第l項本文により延長して支給する求職給与(以下

"特別延長給与"という)を支給しようとするとき期間を定めて実施しなけ

ればならない。〔改正2010.6.4)

第54条(延長給与の受給期間および求職給与日額)

①第51条から第53条までの規定による延長給与を支給する場合にその受

給資格者の受給期間は第48条によるその受給資格者の受給期間に延長する

求職給与日数を加えて算定した期間とする.

②第51条により訓練延長給与を支給する場合にその日額は該当受給資格

者の求職給与日額のl∞分の100として、第52条若しくは第53条により個別

延長給与若しくは特別延長給与を支給する場合にその日額は該当受給資格

者の求職給与日額のl∞分の70をかけた金額とする。〔改正2008.3.21)

③第2項により算定された求職給与日額が第46条第2項による最低求職給

与日額より低い場合には最低求職給与日額をその受給資格者の求職給与日

額とする.

第55条(延長給与の相互調整など)

①第51条から第53条までの規定による延長給与は第48条によりその受給

資格者が支給され得る求職給与の支給が終わった後に支給する。

②訓練延長給与を支給されている受給資格者にはその訓練延長給与の支

給が終わった後でなければ個別延長給与及び特別延長給与を支給しない。

(飽法 '11)44 -1. 276 (276) 
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③個別延長給与若しくは特別延長給与を支給されている受給資格者が訓

練延長給与を支給されることになれば個別延長給与又は特別延長給与を支

給しない。

④特別延長給与を支給されている受給資格者には特別延長給与の支給が

終わった後でなければ個別延長給与を支給せず、個別延長給与を支給され

ている受給資格者には個別延長給与の支給が終わった後でなければ特別延

長給与を支給しない。

⑤その他延長給与の調整に関して必要な事項は雇用労働部令で定める。

〔改正2010.6.4)

第56条(支給日および支給方法)

①求職給与は大統領令で定めるところによって失業の認定を受けた日数

分を支給する。

②職業安定機関の長は各受給資格者に対する求職給与を支給する日を決

めて当事者に知らせなければならないロ

第57条(支給されない求職給与)

①受給資格者が死亡した場合、その受給資格者に支給されなければなら

ない求職給与としてまだ支給されないものがある場合には、その受給資格

者の配偶者(事実上の婚姻関係にある者を含む)・子供・両親・孫子女・

祖父母若しくは兄弟姉妹として受給資格者と生計を共にしていた者の請求

によりその未支給分を支給する。

②受給資格者が死亡して失業の認定を受けることができなかった期間に

ついては大統領令で定めるところによって第1項により支給されない求職

給与の支給を請求する者がその受給資格者について失業の認定を受けなけ

ればならない。この場合、受給資格者が第47条第l項に該当すれば支給さ

れない求職給与を請求する者が同条第1項により職業安定機関の長に申告

(随法・11)44・1.277 (幻7)
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しなければならない。

③第l項により支給されない求職給与を支給され得る者の順位は同項に

列挙された順序とする。この場合、同じ順位者が2人以上であれば、その

中l人がした請求を全員のためにしたものとみなして、その1人にした支給

は全員に対する支給とみなす。

第58条(離職理由による受給資格の制限)

第40条にもかかわらず、被保険者が次の各号のいずれかーに該当すると

職業安定機関の長が認める場合には受給資格がないものとみなす。〔改正

2010.6.4) 

1.重大な帰責事由で解麗された被保険者として次の各自のいずれかー

に該当する場合

カ.r刑法J若しくは職務と関連した法律に違反して禁固以上の刑を
宣告された場合

ナ.事業に莫大な支障を招くか又は財産上の損害を及ぼした場合とし

て雇用労働部令に定める基準に該当する場合

タ.正当な理由なく勤労契約若しくは就業規則などに違反して長期間

無断欠勤した場合

2.自分の事情で離職した被保険者として次の各自のいずれかーに該当

する場合

カ.前職若しくは自営業をするために離職した場合

ナ.第l号の重大な帰資事由がある者が解雇されず事業主の勧告で離職

した場合

タ.その他雇用労働部令に定める正当な理由に該当しない理由で離職

した場合

(飽法・11)44・1.278 (278) 
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第59条(高額金品受領による求職給与の支給猶予)

①第48条第1項にもかかわらず、離職当時の経済事情などを考慮して大

統領令で定める金額以上の金品を退職金などで受領した受給資格者(大統

領令で定める受領が確実視される者を含む)に対しては第42条による失業

の申告日から3ヶ月の聞は求職給与の支給を猶予することができる。

②第1項による求職給与の支給猶予期聞が終わった受給資格者の場合に

は第49条による待機期間を経たものとみなす。

③第1項による求職給与の支給が猶予される受給資格者の受給期間は第

48条によるその受給資格者の受給期間に3ヶ月を加えて算定した期間とす

る.

第60条(訓練拒否などによる給与の支給制限)

①受給資格者が職業安定機関の長が紹介する職業に就職することを拒否

するか又は職業安定機関の長が指示した職業能力開発訓練などを拒否する

とき、大統領令で定めるところによって求職給与の支給を停止する。ただ

し、次の各号のいずれかーに該当する正当な理由がある場合にはその限り

ではない。〔改正2010.6.4)

1.紹介された職業若しくは職業能力開発訓練などを受けるように指示

された職種が受給資格者の能力に合わない場合

2.就職するか又は職業能力開発訓練などを受けるために住居の移転が

必要であるが、その移転が困難な場合

3.紹介された職業の賃金水準が同じ地域の同じ種類の業務若しくは同

じ程度の技能に対する通常の賃金水準に比べてl∞分のm以上低い場合な

ど、雇用労働部長官が定める基準に該当する場合

4.その他正当な理由がある場合

②受給資格者が正当な理由なく雇用労働部長官が定める基準により職

業安定機関の長が実施する再就職促進のための職業指導を拒否すると

(臨法・11)44・1.279 (279) 
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き、大統領令で定めるところによって求職給与の支給を停止する。〔改正

2010.6.4J 

③第1項但書及び第2項での正当な理由の有無についての認定は、雇用労

働部長官が定める基準により職業安定機関の長が行う。〔改正2010.6.4J

④第1項と第2項により求職給与の支給を停止する期間は1ヶ月の範囲で

雇用労働部長官が定めて告示する。〔改正2010.6.4)

第61条(不正行為による給与の支給制限)

①偽りその他の不正な方法で失業給与を受けるか又は受けようとした者

には、その給与を受けた日若しくは受けようとした日からの求職給与を支

給しない。ただし、その給与と関連した離職以後に新しく受給資格を取得

した場合、その新しい受給資格による求職給与についてはその限りではな

し、

②第l項本文にもかかわらず、偽りその他不正な方法が第47条第1項によ

る申告義務の不履行若しくは偽りの申告など大統領令に定める理由に該当

すればその失業認定対象期間に限って求職給与を支給しない。ただし、 2

回以上の違反行為をした場合には第1項本文による。

③偽りその他の不正な方法により失業給与を支給されるか又は受けよう

とした者が第1項若しくは第2項により求職給与を支給されることができな

くなった場合にも第50条第3項および同じ組第4項を適用するときはその求

職給与を支給されたものとみなす。

④偽りその他の不正な方法によって失業給付を支給されるか又は受けよ

うとした者が第1項若しくは第2項により求職給与を支給されることができ

なくなった場合にも第63条第2項を適用するときは、その支給されること

ができなくなった日数分の求職給与を支給されたものとみなす。

(臨法 '11)44・1.280 (泊0)
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第62条(返還命令など)

①職業安定機関の長は偽りその他の不正な方法で求職給与を支給された

者に支給された全体求職給与の全部若しくは一部の返還を命じることがで

き、これに追加して雇用労働部令に定める基準により偽り又はその他の不

正な方法で支給された求職給与額に相当する金額以下の金額を徴収するこ

とができる。〔改正2010.6.4)

②第l項の場合に偽り又はその他の不正な方法が事業主(事業主の代理

人・使用人、その他の従業員を含む)の偽りの申告・報告若しくは証明に

よるときはその事業主もその求職給与を支給された者と連帯して責任を負

ヴ。

③職業安定機関の長は受給資格者若しくは受給資格があった者に誤って

支給された求職給与があればその支給金額を徴収することができる。

第63条(疾病などの特例)

①受給資格者が第42条により失業の申告をした以後に疾病・負傷若しく

は出産により就業が不可能なため失業の認定を受けることができない日に

ついては第44条第1項にもかかわらず、その受給資格者の請求によって第

46条の求職給与日額に該当する金額(以下"傷病給与"という)を求職給与

に代えて支給することができるo ただし、第60条第1項および第2項により

求職給与の支給が停止した期間については傷病給与を支給しない。

②傷病給与を支給できる日数はその受給資格者に対する求職給与所定給

与日数から、その受給資格によって求職給与が支給された日数を除いた日

数を限度とする。この場合、傷病給与を支給された者に対して、この法律

の規定(第61条および第62条は除く)を適用するときには傷病給与の支給

日数に相当する日数分の求職給与が支給されたものとみなす。

③第1項による傷病給与はその就職できない理由がなくなった以後に最

初に求職給与を支給する日(求職給与を支給する日がない場合には職業

(龍法 '11)44・1.281 (281) 
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安定機関の長が定めるの日)に支給する。ただし、必要と認めるときは

雇用労働部長官が別に定めるところにより支給することができる。〔改正

2010.6.4) 

④第1項にもかかわらず、受給資格者が「勤労基準法J第79条による休

業補償、「産業災害補償保険法J第39条による休業給与、その他これに該

当する給与若しくは補償として大統領令で定める補償若しくは給与を支給

され得る場合には傷病給与を支給しない。

⑤傷病給与の支給に関しては第47条、第49条、第57条、第61条第1項か

ら第3項までおよび第62条を準用する。この場合、第47条中"失業認定対象

期間"は"失業の認定を受けることが出来ない日"とみなす.

第3節就業促進手当

第64条(早期再就職手当)

①早期再就職手当は受給資格者 (f外国人勤労者の雇用などに関する法

律J第2条による外国人勤労者は除く)が安定した職業に再就職するか自

ら営利を目的とする事業を営む場合として大統領令で定める基準に該当す

れば支給する。

②第l項にもかかわらず、受給資格者が安定した職業に再就職した日若

しくは自ら営利を目的とする事業を始めた日以前の大統領令に定める期間

に早期再就職手当を支給された事実がある場合には早期再就職手当を支給

しない。

③早期再就職手当の金額は求職給与の所定給与日数の中で未支給日数の

比率により大統領令に定める基準により算定した金額とする.

④早期再就職手当を支給された者に対し、この法律の規定(第61条及び

第62条は除く)を適用するときにはその早期再就職手当の金額を第46条に

よる求職給与日額で除した日数分に該当する求職給与を支給したものとみ

なす。

(随法 '11)44・1.282 (282) 



事奪回における雇用安全網関連の法令・資料(1) 雇用保険法・雇用保険制度

⑤受給資格者を早期に再就職させて求職給与の支給期聞が短縮されるよ

うにした者には大統領令で定めるところによって奨励金を支給できる。

第65条(職業能力開発手当)

①職業能力開発手当は、受給資格者が職業安定機関の長が指示した職業

能力開発訓練などを受ける場合にその職業能力開発訓練などを受ける期間

について支給する。

②第1項にもかかわらず、第60条第l項及び第2項により求職給与の支給

が停止された期間については職業能力開発手当を支給しない。

③職業能力開発手当の支給要件及び金額に必要な事項は大統領令で定め

る。この場合、人材の需給状況を考慮して雇用労働部長官が特に必要と認

めて告示する職種に関する職業能力開発訓練などについては職業能力開発

手当の金額を別に定めることができる。〔改正2010.6.4)

第66条(広域求職活動費)

①広域求職活動費は、受給資格者が職業安定機関の紹介により広範囲な

地域にかけて求職活動をする場合として大統領令に定める基準により職業

安定機関の長が必要だと認めれば支給することができるo

②広域求職活動費の金額は第1項の求職活動に通常かかる費用とし、そ

の金額の算定は雇用労働部令で定めるところによる.(改正2010.6.4)

第67条(移住費)

①移住費は受給資格者が就職するか職業安定機関の長が指示した職業能

力開発訓練などを受けるためにその住居を移転する場合として大統領令に

定める基準により職業安定機関の長が必要と認めれば支給できる。

②移住費の金額は、受給資格者及びその受給資格者に依存して生計を維

持する同居親族の移住に一般的にかかる費用とするものとし、その金額の

(臨法 '11)44・1.283 (沼3)
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算定は雇用労働部令で定めるところによる。〔改正2010.6.4)

第68条(就業促進手当の支給制限)

①偽り又はその他の不正な方法で失業給付を受けるか又は受けようとし

た者にはその給与を受けた日若しくは受けようとした日からの就業促進手

当を支給しない。ただし、その給与と関連した離職以後に新しく受給資格

を取得すればその新しい受給資格による就業促進手当てはその限りではな

し、。

②第1項本文にもかかわらず、偽り又はその他の不正な方法が第47条第1

項による申告義務の不履行若しくは偽りの申告など大統領令に定める理由

に該当すれば就業促進手当ての支給を制限しない。ただし、 2回以上の違

反行為をした場合には第1項本文による。

③偽りその他の不正な方法で失業給付を支給されるか又は受けようとし

た者が第l項若しくは第2項により就業促進手当てを支給されることができ

なくなって早期再就職手当を支給されなくなった場合にも第64条第4項を

適用するときはその支給されることができなくなった早期再就職手当を支

給されたものとみなす。

第69条(準用)

就業促進手当に関しては第57条第l項・第3項及び第62条を準用する。こ

の場合第57条第l項の中で"受給資格者"とは、"就業促進手当を支給される

ことができる者"とみなす。

第5章育児休職給与など

第1節育児休職給与

第70条(育児休職給与)

①雇用労働部長官は「男女雇用平等と仕事・家庭両立支援に関する

(間法 '11)44・1.284 (お4)
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法律J第19条による育児休職を30日cr勤労基準法J第74条による産前
後休暇期間90日と重複する期間は除く)以上与えられた被保険者の中

で、次の各号の要件を全部整えた場合に育児休職給与を支給する。〔改正

2∞7.12.21，2010.6.4) 
1.育児休職を始めた日以前に第41条による被保険単位期間が通算して

180日以上であること

2.同じ子供に対し被保険者の配偶者が育児休職 (30日未満は除く)を

与えられなくなっていること

3.育児休職を始めた日以後1ヶ月から、終わった日以後12ヶ月以内に

申請すること。ただし、同じ期間に大統領令に定めた理由で育児休職給与

を申請できなかった者は、その理由がなくなった後30日以内に申請しなけ

ればならない。

②第1項による育児休職給与額は大統領令で定める。

③育児休職給与の申請及び支給に関して必要な事項は雇用労働部令で定

める。〔改正2010.6.4J

第71条(育児休職の確認)

事業主は被保険者が第70条による育児休職給与を受けようとする場合、

雇用労働部令で定めるところによって事実の確認などすべての手続きに積

極的に協力しなければならない。〔改正2010.6.4J

第72条(就業の申告など)

①被保険者が育児休職給与期間中に離職若しくは新しく就業(就職した

場合、 1週間の所定勤労時間が15時間未満の場合は除く。以下この章で同

じ)するか又は事業主から金品を支給された場合にはその事実を職業安定

機関の長に申告しなければならない。

②職業安定機関の長は必要と認めるとき育児休職給与期間中の離職、就

(館法 '11)44 -1.施5(お5)
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業の有無などについて調査することができる。

第73条(給与の支給制限など)

①被保険者が育児休職給与期間中にその事業で離職するか新しく就職し

た場合にはその離職若しくは就職した時から育児休職給与を支給しない。

②被保険者が事業主から育児休職を理由に金品を支給された場合、大統

領令で定めるところによって給与を減額して支給できる。

③偽りその他の不正な方法で育児休職給与を受けるか若しくは受けよう

とした者にはその給与を受けた日若しくは受けようとした日からの育児休

職給与を支給しない。ただし、その給与と関連した育児休職以後に新しく

育児休職給与要件を整えた場合、その新しい要件による育児休職給与はそ

の限りではない.

第74条(準用)

育児休職給与に関しては第62条を準用する。この場合"求職給与"は"育

児休職給与"とみなす。

第2節産前後休暇給与など

第75条(産前後休暇給与など)

雇用労働部長官は「男女雇用平等及び仕事・家庭両立支援に関する法

律J第四条により被保険者が「勤労基準法」第74条による産前後休暇若し

くは流産・死産休暇を受けた場合として次の各号の要件を全部整えた場合

に産前後休暇給与など(以下"産前後休暇給与など"という)を支給する。

〔改正2007.12.21，2010.6.4)

1.休暇が終わった日以前に第41条による被保険単位期間が通算して

180日以上であること

2.休暇を開始した日(第四条第2項により勤労者の数等が大統領令に

(拠法・11)44・1.286 (286) 



緯闘における雇用安全網関連の法令・資料(l) 雇用保険法・雇用保険制度

定める基準に該当する企業でない場合は休暇開始後60日が過ぎた日とみな

す)以後1ヶ月から休暇が終わった日以後12ヶ月以内に申請すること。た

だし、その期間に大統領令に定める理由で産前後休暇給与などを申請で

きなかった者は、その理由が終わった後30日以内に申請しなければならな

し、。

第75条の2(産前後休暇給与などの受給権代位)

事業主が産前後休暇給与などの支給理由と同様の理由でそれに相当する

金品を勤労者にあらかじめ支給した場合としてその金品が産前後休暇給与

などに代えて支給したと認められるとき、その事業主は支給した金額(第

76条第2項による上限額を超えることができない)について、その勤労者

の産前後休暇給与などを受ける権利を代位する。[本条新設2∞8.12.31]

第76条(支給期間など)

①第75条による産前後休暇給与などは「勤労基準法J第74条による休暇

期間に対し「勤労基準法Jの通常賃金(休暇を始めた日を基準として算定

する)に該当する金額を支給する。ただし、第19条第2項により勤労者の

数等が大統領令に定める基準に該当する企業でない場合には休暇期間中60

日を超過した日数 (30日を限度とする)に限定する。

②第1項による産前後休暇給与などの支給金額は大統領令で定めるとこ

ろによってその上限額と下限額を定めることができる。

③第1項と第2項による産前後休暇給与などの申請及び支給に必要な事項

は雇用労働部令に定める。〔改正2010.6.4)

第77条(準用)

産前後休暇給与などに関しては第62条、第71条から第73条までの規定を

準用する。この場合、第62条中"求職給与"は"産前後休暇給与など"、第71

(簡法・11)44・1.287 (287) 
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条から第73条までの規定中、"育児休職"は"産前後休暇若しくは流産・死

産休暇"と各々みなす.

第6章雇用保険基金

第78条(基金の設置および構成)

①雇用労働部長官は保険事業に必要な財源に充当するために雇用保険基

金(以下"基金"という)を設置する。〔改正2010.6.4)

②基金は保険料並びにこの法律による徴収金・積立金・基金運用収益金

及びその他の収入で構成する。

第79条(基金の管理・運用)

①基金は雇用労働部長官が管理・運用する。〔改正2010.6.4)

②基金の管理・運用に関する細部事項は「国家財政法」の規定による。

③雇用労働部長官は次の各号の方法により基金を管理・運用する。〔改

正2010.6.4)

1.金融機関への預託

2.財政資金への預託

3.国家・地方自治体若しくは金融機関で直接発行するか又は債務履行

を保証する有価証券の買い入れ

4.保険事業の遂行若しくは基金増殖のための不動産の取得及び処分

5.その他に大統領令に定める基金増殖方法

④雇用労働部長官は第l項により基金を管理・運用するときにはその収

益が大統領令に定める水準以上になるようにしなければならない。〔改正

2010.6.4) 

第80条(基金の用途)

①基金は次の各号の用途に使わなければならない。〔改正2008.3.21)

(龍法 '11)44・1.288 (銘8)



韓国における雇用安全網関連の法令・資料(1) 雇用保険法・雇用保険制度

1.雇用安定・職業能力開発事業に必要な経費

2.失業給付の支給

3.育児休職給与及び産前後休暇給与などの支給

4.保険料の返還

5.一時借入れ金の償還金及び利子

6.この法律及び保険料徴収法による業務を代行するか又は委託を受け

た者に対する出資金

7.その他この法律の施行のために必要な経費として大統領令に定める

経費並びに第1号及び第2号による事業の遂行に関連した経費

②第1項第6号による出資金の支給基準、使用及び管理に関して必要な事

項は大統領令に定める。〔新設2∞8.3.21)

第81条(基金運用計画など)

①雇用労働部長官は毎年基金運用計画を立てて第7条による雇用保険委

員会及び閣僚会議の審議を経て大統領の承認を受けなければならない。

〔改正2008.12.31，2010.6.4)

②麗用労働部長官は毎年基金の運用結果について第7条による雇用保険

委員会の審議を経て公表しなければならない。〔改正2008.12.31，2010.6.4)

第82条(基金勘定の設置)

①雇用労働部長官は韓国銀行に雇用保険基金勘定を設置しなければなら

ない。〔改正2010.6.4)

②第1項の雇用保険基金勘定は雇用安定・職業能力開発事業及び失業給

付に区分して管理する。

第83条(基金の出納)

基金の管理・運用をする場合、出納に必要な事項は大統領令に定める。

(間法・11)44・1.289 (289) 



観訳

第84条(基金の積立て)

①雇用労働部長官は大量失業の発生又はその他の雇用状態不安に備えた

準備金として余裕資金を積立てしなければならない。〔改正2010.6.4)

②第1項による余裕資金の適正規模は次の各号の通りである.

1.雇用安定・職業能力開発事業勘定の年末積立金:当該年度支出額の

1倍以上1.5倍未満

2.失業給付勘定の年末積立金:当該年度支出額の1.5倍以上2倍未満

[全文改正2∞8.12.31]

第85条(余剰金と損失金の処理)

①基金の決算上余剰金が生じたときこれを積立金として積立てしなけれ

ばならない。

②基金の決算上損失金が生じたとき、積立金を使ってこれを補填するこ

とができるo

第86条(借入れ金)

基金を支出するとき資金不足が発生し又は発生すると予想される場合に

は基金の負担により金融機関・他の基金その他の財源などから借入するこ

とができるo

第7章審査及び再審査請求

第87条(審査および再審査)

①第17条による被保険者格の取得・喪失に対する確認、第4章の規定に

よる失業給付および第5章による育児休職給与及び産前後休暇給与などに

関する処分(以下"原処分など"という)に異議がある者は、第89条による

審査官に審査を請求することができ、その決定に異議がある者は第99条に

(龍法 '11)44・1.290 (2卯)



韓国における雇用安全網関連の法令・資料(1) 雇用保険法・扇用保険制度

よる審査委員会に再審査を請求することができる。

②第l項による審査の請求は同項の確認若しくは処分があることを知っ

た日から90日以内に、再審査の請求は審査請求に対する決定があることを

知った日から90日以内に各々提起しなければならない。

③第1項による審査及び再審査の請求は時効中断に関して裁判上の請求

とみなす。

第88条(代理人の選任)

審査請求人若しくは再審査請求人は法定代理人の他に次の各号のいずれ

かーに該当する者を代理人として選任することができる。

1.請求人の配偶者、直系尊属・卑属若しくは兄弟姉妹

2.請求人の法人の役員若しくは職員

3.弁護士若しくは公認労務士

4.第99条による審査委員会の許可を受けた者

第89条(雇用保険審査官)

①第87条による審査を行わせるために雇用保険審査官(以下"審査官"と

いう)を置く。

②審査官は第87条第1項により審査請求を受ければ30日以内にその審査

請求に対する決定をしなければならない。ただし、やむをえない事情によ

りその期間に決定することができないときには、 1回に限って10日を超え

ない範囲でその期間を延長することができる。

③審査官の定員・資格・配置及び職務に必要な事項は大統領令に定め

る。

④当事者は審査官に審理・決定の公正を期待する難しい事情があればそ

の審査官に対する忌避申請を雇用労働部長官にすることができる。〔改正

2010.6.4) 

(砲法・11)44・1.291 (291) 



翻訳

⑤審査請求人が死亡した場合、その審査請求人が失業給付の受給権者で

あるとき第57条による遺族が、その他の者であるときには相続人若しくは

審査請求の対象である原処分等に関係する権利若しくは利益を継承した者

が各々審査請求人の地位を継承する。

第90条(審査の請求など)

①第87条第l項による審査の請求は原処分等をした職業安定機関を経て

審査官にしなければならない。

②職業安定機関は審査請求書を受けた日から5日以内に意見容を添付し

て審査請求書を審査官に送らなければならない。

第91条(請求の方式)

審査の請求は大統領令で定めるところによって文書でしなければならな

し、。

第92条(補正および却下)

①審査の請求が第87条第2項による期間が過ぎるか又は法令に定めた方

式に違反して補正することができなかった場合に審査官はその審査の請求

を決定で却下しなければならない。

②審査の請求が法令に定めた方式に反していても補正できる場合に、審

査官は相当な期間を定めて審査請求人に審査の請求を補正するように命じ

ることができる。ただし、補正する事項が軽微な場合には審査官が職権で

補正することができる。

③審査官は審査請求人が第2項の期間にその補正をしないときは決定と

してその審査請求を却下しなければならない。

(随法・11)44・1.292 (292) 



4奪回における雇用安全調関連の法令・資料(1) 雇用保険法・雇用保険制度

第93条(原処分等の執行停止)

①審査の請求は原処分等の執行を停止させない。ただし、審査官は原処

分等の執行によって発生する重大な危害を避けるために緊急な必要がある

と認めるときは職権でその執行を停止させることができる。

②審査官は第1項但書により執行を停止させようとするときはその理由

を書いた文書でその事実を職業安定機関の長に知らせなければならない。

③職業安定機関の長は第2項による通知を受ければ遅滞なくその執行を

停止しなければならない。

④審査官は第2項により執行を停止させた場合には遅滞なく審査請求人

にその事実を文書で知らせなければならない。

第94条(審査官の権限)

①審査官は審査の請求に対する審理のために必要と認めるときは審査請

求人の申請若しくは職権で次の各号の調査をすることができる。

1.審査請求人若しくは関係人を指定場所に出席させて質問するか又は

意見を述べさせること

2.審査請求人若しくは関係人に証拠となり得る文書その他の物を提出

させること

3.専門的な知識や経験を持つ第三者に鑑定させること

4.事件に関係がある事業場若しくはその他の場所に出入りして事業

主・従業員やその他の関係人に質問したり文書とその他の物を検査するこ

と

②審査官は第1項第4号による質問及び検査をする場合にはその権限を示

す証票を持ってこれを関係人に示さなければならない。

(随法 '11)44・1.293 (293) 



観訳

第95条(実費弁償)

第94条第1項第l号により指定した場所に出席した者及び同項第3号によ

り鑑定をした鑑定人には雇用労働部長官が定める実費を弁償する。〔改正

2010.6.4J 

第96条(決定)

審査官は審査の請求に対する審理を終えたときには原処分等の全部若し

くは一部を取り消すか又は審査請求の全部若しくは一部を棄却する。

第97条(決定の方法)

①第89条による決定は大統領令で定めるところによって文書でしなけれ

ばならない。

②審査官は決定をするとき審査請求人及び原処分等をした職業安定機関

の長に各々決定番の正本を送らなければならない。

第98条(決定の効力)

①決定は審査請求人及び職業安定機関の長に決定書の正本を送付した日

から効力が発生する。

②決定は原処分等を行った職業安定機関の長を鴇束する。

第99条(雇用保険審査委員会)

①第87条による再審査をさせるために雇用労働部に雇用保険審査委員会

(以下"審査委員会"という)を置く。〔改正2010.6.4J

②審査委員会は勤労者を代表する者及び使用者を代表する者各1名以上

を含む15名以内の委員で構成する。

③第2項の委員中2名は常任委員とする.

④次の各号のいずれかーに該当する者は委員に任命することができな

(拙法・11)44 -1. 294 (294) 



健固における庖用安全網関連の法令・資料(1) 扇用保険法・周用保険制度

し¥0

1.禁治産者・限定治産者若しくは破産の宣告を受けて復権しない者

2.禁固以上の刑を宣告されてその刑の執行が終了するか若しくは執行

を受けないことが確定した後3年が過ぎない者

⑤委員は刑の宣告を受けるか心身衰弱若しくは顕著な能力不足によって

職務を遂行することが困難なとき以外にはその意思に反して免職されるこ

とはない。

⑥常任委員は政党に加入し、又は政治に関与してはならない。

⑦審査委員会は第87条第1項により再審査の請求を受けたときは50日以

内に裁決をしなければならない。この場合、裁決期間の延長に関しては第

89条第2項を準用する。

③審査委員会に事務局を置く。

⑨審査委員会及び事務局の組織・運営などに必要な事項は大統領令で定

める。

第100条(再審査の相手方)

再審査の請求は原処分等を行った職業安定機関の長を相手方とする.

第101条(審理)

①審査委員会は再審査の請求を受けたときはその請求に対する審理期日

及び場所を定めて審理期日3目前までに当事者及びその事件を審査した審

査官に知らせなければならない。

②当事者は審査委員会に文書又は口頭でその意見を述べることができ

る。

③審査委員会の再審査請求に対する審理は公開する。ただし、当事者の

双方若しくはどちらか一方が申請したときには公開しないこともあり得

るo

(龍法 '11)44・1.295 (295) 



翻訳

④審査委員会は審理調書を作成しなければならない。

⑤当事者又は関係人は第4項の審理調書の閲覧を申繭することができる。

⑥委員会は、当事者又は関係人が第5項による閲覧申請をするとき、正

当な理由なくこれを拒否しではならない。

⑦再審査請求の審理に関しては第94条及び第95条を準用する。この場合

"審査官"は"審査委員会"、"審査の請求"は"再審査の鵡求"、"審査請求人"は

"再審査請求人叱みなす。

第102条(準用規定)

審査委員会及ぴ再審査に関しては第89条第4項・第5項、第91条から第93

条まで、第96条から第98条までの規定を準用する。この場合、第89条第4

項中"審査官"は"審査委員会の委員"、第89条第4項・第97条・第98条中"決

定"は各々 "裁決"、第91条・第93条・第96条中"審査の請求"は各々"再審査

の請求"、第93条・第96条・第97条中"審査官"は各々"審査委員会"、第93

条・第97条・第98条中11審査請求の"は各々"再審査請求人"とみなす。

第103条(告知)

職業安定機関の長が原処分等をするか又は審査官が第97条第2項により

決定書の正本を送付する場合には、その相手方若しくは審査請求人に原処

分等若しくは決定に関して審査若しくは再審査を請求することができるか

否か、請求する場合の経由手続き及び請求期間を知らせなければならな

し、。

第104条(他の法律との関係)

①再審査の請求に対する裁決は「行政訴訟法J第四条を適用する場合、

行政審判に対する裁決とみなす.

②審査及び再審査の諦求に関してこの法で定めていない事項は「行政審

(胞法 '11)44・1.296 (却6)



韓国における雇用安全網関連の法令・資料(1) 腫用保険法・届用保険制度

判法Jの規定による。

第8寧補則

第105条(不利益処遇の禁止)

事業主は勤労者が第17条による確認の請求をしたことを理由にその勤労

者に解雇又はその他不利益な処遇をしてはならない。

第106条(準用)

この法律による徴収金の徴収に関しては保険料徴収法第27条から第30条

まで、第32条・第39条・第41条及ぴ第42条を準用する。

第107条(消滅時効)

①第3章から第5章までの規定による支援金・失業給付・育児休職給与若

しくは産前後休暇給与などを支給されるか又はその返還を受ける権利は、

3年間行使しなければ時効で消滅する。ただし、保険料徴収法第22条の3に

より雇用保険料の免除を受ける期間中に発生する事業主の第3章による支

援金を支給される権利は保険に加入した日が属するその保険年度の直前保

険年度初日に消滅したものとみなす。

②消滅時効の中断に関しては「産業災害補償保険法」第80条を準用す

る。

[法律第8429号 (2∞7ふ11)付則第3条の規定によって、この条の第1項
但書は2∞9年12月31日まで有効である]

第108条(報告など)

①雇用労働部長官は必要と認めるとき被保険者若しくは受給資格者を雇

用するか又は雇用した事業主、保険料徴収法第33条による保険事務代行機

関(以下"保険事務代行機関"という)及び保険事務代行機関であった者に

(龍法 '11)44 -1. 297 (却7)



翻訳

被保険者の資格確認、不正受給の調査など、この法律の施行に必要な報

告、関係書類の提出若しくは関係人の出席を求めることができる。〔改正

2010.6.4) 

②離職した者は従来の事業主若しくはその事業主から保険事務の委任を

受けて保険事務を処理する保険事務代行機関に失業給付を支給されるため

に必要な証明書の交付を請求することができる。この場合、請求を受けた

事業主又は保険事務代行機関はその請求による証明書を渡さなければなら

ない。

③雇用労働部長官は被保険者、受給資格者若しくは支給されない失業給

付の支給を請求する者に被保険者の資格確認、不正受給の調査などこの法

律の施行に必要な報告をさせるか又は関係書類の提出若しくは出席を求め

ることができる。〔改正2010.6.4)

第109条(調査など)

①雇用労働部長官は、被保険者の資格確認、不正受給の調査など、この

法律の施行のために必要と認めるとき、所属職員に被保険者若しくは受給

資格者を雇用するか又は雇用した事業主の事業場若しくは保険事務代行機

関及び保険事務代行機関であった者の事務所に出入りして関係人に対して

質問するか又は帳簿など書類を調査させることができる。〔改正2010.6.4)

②雇用労働部長官が第l項により調査をする場合にはその事業主などに

あらかじめ調査日時・調査内容など調査に必要な事項を知らせなければ

ならない。ただし、緊急又はあらかじめ知らされる場合、その目的を達

成することができないと認められる場合には、この限りではない.(改正

2010.6.4) 

③第1項により調査をする職員はその身分を示す証票を持ってこれを関

係人に示さなければならない。

④雇用労働部長官は第1項による調査結果をその事業主などに書面で知

(胞法 '11)44・1.298 (298) 



4奪回における雇用安全網関連の法令・資料(1) 雇用保険法・雇用保険制度

らせなければならない。〔改正2010.6.4)

第110条(資料の要請)

①雇用労働部長官は保険事業の効率的な運営のために必要なとき関係中

央行政機関・地方自治体、その他の公共団体などに必要な資料の提出を要

請することができる。〔改正2010.6.4)

②第l項により資料の提出を要請された者は正当な理由がなければ要請

に従わなければならない。

第111条(診察命令)

職業安定機関の長は失業給付の支給のために必要と認めるとき、第44条

第3項第1号に該当する者として同条第2項による失業の認定を受けるか又

は受けようとする者及び第63条により傷病給与を支給されるか又は支給さ

れようとする者に、雇用労働部長官が指定する医療機関で診察を受けるよ

うに命じることができる。〔改正2010.6.4)

第112条(報奨金の支給)

①雇用労働部長官はこの法律による麗用安定・職業能力開発事業の支

援・委託及び失業給付・育児休職給与若しくは産前後休暇給与などの支

援と関連した不正行為を申告した者に予算の範囲で報奨金を支給できる。

〔改正2010.6.4)

②第1項による不正行為の申告及ぴ報奨金の支給に必要な事項は雇用労

働部令に定める。〔改正2010.6.4)

第113条(自営業者に対する特例)

第8条にかかわらず、所得などを考慮して大統領令に定める自営業者は

保険料徴収法で定めたところにより自分を被保険者としてこの法律(第3

(龍法 '11)44・1.299 (299) 



観訳

章の規定だけ該当する)の適用を受けることができる。

第114条(試験事業の実施)

①雇用労働部長官は保険事業を効果的に施行するために全面的な施行に

困難が予想されるか又は遂行方式などをあらかじめ検証する必要がある

場合、大統領令に定める保険事業は試験事業をすることができる。〔改正

2010.6.4) 

②履用労働部長官は第1項による試験事業に参加する事業主、被保険者

など及び職業能力開発又は訓練施設などに財政・行政・技術その他に必要

な支援をすることができる。(改正2010.6.4)

③第l項による試験事業の対象者・実施地域・実施方法と第2項による

支援内容などに関して必要な事項は雇用労働部長官が決定して告示する。

〔改正2010.6.4)

第115条(権限の委任・委託)

この法律による雇用労働部長官の権限は大統領令で定めるところによっ

てその一部を職業安定機関の長に委任するか大統領令に定める者に委託す

ることができる。〔改正2010.6.4)

第115条の2(罰則適用時の公務員擬制)

第36条と第115条により業務を代行するか又は委託させる場合にその代

行するか又は委託を受けた業務に従事する者は「刑法J第129条から第132

条までの規定による罰則を適用するときには公務員とみなす。[本条新設

2008.12.31] 

(臨法・11)44・1.3∞(3∞) 



緯国における服用安全網関連の法令・資料(1) 服用保険法・照用保険制度

第9章罰則

第116条(罰則)

①第105条に違反して勤労者を解雇するか又はその他勤労者に不利益な

処遇をした事業主は3年以下の懲役若しくは1千万ウォン以下の罰金に処す

る。

②偽りその他の不正な方法で失業給付・育児休職給与及ぴ産前後休暇給

与などを受けた者はl年以下の懲役若しくは300万ウォン以下の罰金に処す

る。

第117条(両罰規定)

法人の代表者又は法人若しくは個人の代理人、使用人、その他従業員が

その法人若しくは個人の業務に関して第116条の違反行為をすれば、その

行為者を罰する以外にその法人若しくは個人にも該当条文の罰金刑を科

す。ただし、法人若しくは個人がその違反行為を防止するために該当業務

に関して相当な注意と監督を怠らない場合にはその限りではない。[全文

改正2008.12.31]

[第118条に移動、従来の117条は第118条に移動 (2008.12.31)] 

第118条(過怠金)

①次の各号のいずれかーに該当する事業主、保険事務代行機関の代表者

若しくは代理人・使用人、その他の従業員には300万ウォン以下の過怠金

を賦課する。〔改正2008.12.31) 

1.第15条を違反して申告をしないか又は偽りを申告した者

2.第16条第1項を違反して離職確認書を提出しないか又は偽りを作成

して提出した者

3.第16条第2項後段に違反して離職確認書を渡さない者

4.第108条第1項による要求に応じず報告をしないか偽りを報告した

(間法・11)44・1.301 (301) 
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者、この要求に応じず文書を提出しないか又は偽りを書いた文書を提出し

た者若しくは出席しない者

5.第108条第2項による要求に応じず証明書を渡さない者

6.第109条第l項による質問に答えないか又は偽りを述べた者若しくは

調査を拒否・妨害するか又は忌避した者

②次の各号のいずれかーに該当する被保険者、受給資格者若しくは支給

されない失業給付の支給を請求する者には100万ウォン以下の過怠金を賦

課する。〔改正2∞8.12.31)
1.第108条第3項により求められた報告をしないか又は偽りを報告した

者、文書を提出しないか又は偽りを書いた文書を提出した者若しくは出席

しない者

2.第109条第l項による質問に答えないか又は偽りを述べた者若しくは

検査を拒否・妨害するか又は忌避した者

③第87条による審査若しくは再審査の請求を受けてする審査官および審

査委員会の質問に答えないか又は偽りを述べた者若しくは検査を拒否・妨

害するか又は忌避した者には100万ウォン以下の過怠金を賦課する。〔改正

2008.12.31) 

④第1項から第3項までの規定による過怠金は大統領令で定めるところに

よって雇用労働部長官が賦課・徴収する。〔改正2010.6.4)

⑤削除 (2008.12.31)

⑥削除 (2∞8.12.31)
⑦削除 (2∞8.12.31)
[第117条に移動、従来の第118条は第117条に移動 (2008.12.31)] 

付則〔第9999号、 2010.2.4)(文化財修理などに関する法律)

第1条(施行日)この法律は公布後1年が経過した日から施行する。〔但

書省略〕

(龍法 '11)44・1.302 (302) 



総固における雇用安全網関連の法令・資料(1) 雇用保険法・雇用保険制度

第2条から第7条まで省略

第8条(他の法律の改正)

①省略

②雇用保険法一部を次の通り改正する。

第15条第2項第6号中11r文化財保護法J第27条による"を11r文化財修理
などに関する法律J第14条による"とする.

第9条省略

(開法 '11)44・1.303 (303) 



翻訳

(2)雇用保険制度 (2011.2雇用労働部)

1.鹿用保険について

庖用保険とは?
勤労者に失梁給付と能力開発費川を、時'5路 :1:.には胤1IJ維持と教脊訓練~J日を支援する制度
である。

.1人以上、勤労者を腿IIJするすべての事業劫は袋2静的に加入しなければならない。
ーただし、法人でない良案・林梁・漁業および狩S託業中.常時4人以下の勤労者を廠JII
する事索、建段業者でないおが縮工する工事でa工事金額が2千万ウォン米満の旭股工
事および延面積1叩平方メートル以下のm援物の建築若しくは延面積が2∞平方メートル
以下の建築物の大修織に関するJ:柳、家lJ'サーピス粂11適用除外

適用 -厩用保険はすべての助労者・に巡JfIされるが.次の勤労者について適IIJを除外している。
ー邸才以上である者(服111安定.II)J震能力開発事業は適JlJ).1ヶ月間所定勤労時間が印
時間未満の動労者(1週間15時間米測の者を含む)、公Z華民(特別殺・契約写真公務闘は
叙焔8.9.22.からf.1:窓加入可能)、払立学校敏職員年金法適用者、特別錫便局聡民など
※自営業者は、自らを被保険者・として服用保険(脱用安定・聡業能力開発~I'梁に限る)に
1f:窓加入可能

.11'業主11、毎年2月末までに前年!史の勤労者全体に支給した報酬総額資料を勤労倒祉公
聞に申告しなければならない。

.勤労福祉公団が毎月n定・蹴慨して健AIt保険公聞から告知する月別保険料を1if，J)10日ま
で納付しなければならない。

ー保険料は.事業喝の動労者個人別の111l!均報酬全体の合計額に保険料率をかけて算定
一勤労者・個人別の月平均級制は事業主が申告した前年度報綱総額資科および勤労者脱IIJ
情報(被保険者取得'1!失など).，.告を基礎に算定

保険料納付
.勤労者が負担する保険科 (0.45%)については、事業主が報調支給時に源泉控除する。
.報蘭総額申告、概算保険科および確定保険斜を申告しないか、又は虚偽申告する崎合に

および 113ω万ウォン以下の過怠金が賦録されることがある。

報酬総額申告 .建設業および伐本来の鳩合、毎年3月末までに前年度確定保険科と当該年度概算保険料
を勤労福祉公団に申告・納付しなければならない。(保険年度中に保険関係が成立した

場合にはその成立日から70日以内に申告・納付)
ー確定保険料は前年度に被保険者・の勤労者に支給した報酬総額に故当保険料単をかけて

算定

ー概算保険料は当該年度に被保険者の勤労者に支給する報酬総額の推定額に政当保険料

痛をかけて算定

ー概算保険料はー時納付したり分JUJ別に41司分割納付することができ、一時納付の場合
には続算保険料の3%が按除される

.里E陶発生日の来月15日以内に「被保険者格取得・喪失申告書および段聡磁ag白Jを各々
作成して沼周センターに拠出(日胤勤労者rl1勤労内容磁認申告書提出に行く)

被保険者管理 ※凶民年金管理公問、凶民健脱保険公問、勤労細祉公聞にも受付可能(日腐勤労者は除外)
.被保険者申告を法定期限内にしないか又は虚偽にする場合には3∞万ウォン以下の過怠
金が鼠認されることがある。

(施法 '11)44・1.304 (304) 



緯固における届用安全網閲迫の法令・資料(1) 雇用保険法・踊用保険制度

2.雇用安定・職業能力開発事業

区分 支援要件 支援水準および支援期間 支援金申請手続

-企業が聡場循環制、交代 .制度導入後6十月経過時、 .$業計商符鍵出・*e後
制、実労働時間鋭繍制導 m加人民1人当りあO万 申11m:移入・勤労者扇m
入で新しく作った現場に ウォン、以後追加16ヶ月 .制度導入後6ヶ月単位で

職 場 失業者・を服用して勤労者 経過時おO万ウォン支給 事案受託線開(労使発操

共生支援
量tñ(~加する場合(制度 .制度導入前月平均勤労者 財閥}に申請 (2凶申請・
導入翌月から6伊丹問月 放の30誌を限度に支援 支給}

平均動労者数が制度線入

月直前6十月間月平均鋤
労者数超過}

.“製造業者しくは知総議 .嵐mm境改善投資金額の .1野菜計図曾拠出・泳認後|
@ザーピス来"を営む優 50% (5千万ウォン限度) 環境改善・鋤労者風月i
先支援対象企業の事業主 と制加l人民1人当り120万 .廊1ft環境改善完了月以後
が服用環境を改普し、失 ウォン(般大30人限度) 2ヶH経過時事業幼所在

雇用環境 業者を戚IIJして勤労者数 を合算した金額支給

改善支援
が噌加する治合 .投資金額支tll~~加人民 疏(l(ii)ゆ部・支給)

{環織改善完了月と次の l人当り1千万ウォンを限
2ヶ月 IIlI月平均勤労普数 度に支援
が&普at闘{!fVHIIJ1の直
前3十月間月平均勤労者
ltを超過}

-事業主が事粟遂行lこ必要 .新しく属mされた時間邸l .lJ~~at蘭合提出・承認後

な政務分割‘動弱体系改 勤労者1人当り賃金の50% 制度導入・勤労者組111

援支

時間制 編、新しい時間制聡務関 (月40万ウォン限度)を .勤労者漏IIJ後6十月単位

職場
発などで新し〈作った聡 6ヶ月経過時ごとに支給 で事業委託機関(労使発
織に失業者を勤労契約期 (2匝J) 民財団}に取締 (2凶1I1

創出支援 聞の定めがない時間制動 -ヰE梁at同署F縫llIJl*日後 諭・支給}
労者で雇用する地合 保険者数のH院を限度で

支援

.“新.N生エネルギー産 .扇舟j後6ヶJJ経過時1人当 .~J~梁計両容提111. ;q是認後

有 望
Ji若しくはコンテンツ・ りお8万ウォン、以後退 勤労者磁用
ソフトウェア産条""に該 加16ヶJj経過時432Jiウォ .勤労者雇用後6ヶ月単位

創業企業 当する常時10人未満の創 ン支給(賃金の75%限度} で事業場所在地管絡扇Ifl

雇用支援 業企業(創業後6ヶ月以 .同一事業主について集積 センターに1I1鵡 (2闘lt
上2年以内)の事業主が して2人限度に文俊 務・支給)

失業者を履周する場合

.“製造業者しくは知織基 .嵐府(使}目}後6今月続 .事業ah時空軍機UI・示認後
盤サーピス業"に該当す 過時I人当り432万ウォ 勤労者扇Ifl(使用)

専 門
る優先支援対象企業の事 ン、以後追加16十月経過 .勤労者庖用(使用)後6.，.
家主が失業状態の専門担 時648万ウォン支給(貨 fj 単位で事業場所在地管

担当者 当者をJid1ftしたり大企業 金の75%限度) "戚周センターに申請 (2

採用支援 から支援されて使mする .悶-41祭主について採積 岡市疏・支給}

治会 して3人限度文銀
-50才以上の者庖Js(使
1f))時、 l人追加支線

(飽法 '11)44・1.305 (初日
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区分 支援要件 支援水準および支援期間 支援金申繭手続

.景気変動・綴索機造変化 .Rilffl維持織田期間のIIU事 .JidJII維持揃低実施前月に
により庖用問殺が避けら 業主が勤労宥に支給した 廊m維持指値1ft闘をlヶ
れない事業主・が次の胤 休業・休草翼手当ての2/3 月単位で事業地所在地管
Is維持締慌をして勤労者 (大規模企業1/2)を支給 ~1i4mセンターにゆ告
の沼JfIを維持する地合 .銅線は支給賃金の3/4(大 .'fl告した計闘により雇用
(争飾的要図などによる 現世E企梁2/3)および翻 維持措置実施(変更必要
ものは支援除外) 練費を支給 時、事前に変挺申告)

事先上額・生巌涯が11~ {f対 .無給u-聴は1人当り20万 -文~金は庖m維持措位実
比15%以上減少する渇合 ウォン支給 施の引に1陣地所在地|

など 5員無給休職期間のuu銅線を 管絡の廊mセンターに
ー休衆 :1ヶJJlllJ所定助 災絡する場合‘調練費と 1ヶ月lj1.似でゆ締

雇用維持 労の却/1∞を超えて休業 関線手当て支給

支援金 を3短絡し休業手当を支給 .人村再配低は支給賃金の
ー休聡:勤労者に1ヶJJ 3/4 (大規模企業2/3)支
以上布・無給体験を付与 給

ー銅線:J即日維持に迎合 -支援期間11休業・銅線・
した銅線を災飽 休聡を合わせて180日以
ー人事t碍配阻集樋転換 内(人材再配置は1年間)
後、従来泉純従事勤労者 ー180日間Jiitffl維持指田
の50%以 l二を新しい業鈍 後凋線を実絡する崎合、

に}尊民!IU 90日まで延長支援
※勤労者l人当りIn4万
ウォン限度で支援(銅線

R除外)

(飽法 '11)44・1.306 (306) 



鍵固における服用安全網関連の法令・資科(1) 雇用保険法・屈用保険制度

区分 支援要件 支援水準および支援期間 支援金申請手続

.既存の定年を廃止した -政当事業渇で18ヶ月以上 -各支鍍金Ifl込持および具
札満56才以上で1"1'以 勧めた後、定年廃止・延 術伶riを毎分j切望翌月末日
上延長する事業主 長で継続して勤労する勤 まで事業助所住地管締騒

定年 労者l人当り月30万ウォ IIJセンターにIIIMI

高齢者 延長 ンずつ1年間支給

届用
ー定年廃止・延長後5年
以内に既存定年到途後、

延長 uf絞して勧める者に限る

支援金 .定年を57才以上と定めた .再販m された~険者l人
定年 事業場で18ヶJJ以上勤め 当り月30万ウォンずつ

退職者 た定年退聴者を定年後滋 6テJI(S∞人以下製i1H震

再雇用 取させないか， 3ヶJI以 1i12宇月)関支援
内に同JiaJUする事業主

.嵐m労働郎長官が指定す .廠1日後6ヶ月経過時260万 .勤労者厩lfI後6ヶ月Ijtf立
る統案文俊プログラム ウォン(優待支援者340 で事業総所在地特締服用
(段業成功パッケージな 万ウォン).以後追加6ヶ センターに1118ft(21司lt
ど)を履修してQ梁安定 月経過時390万ウォン{優 積・支給)

提閃などに求取扱録した 持文緩者5却万ウォン}

扇用促進 者を廠JII 支給(賃金の75%限度}

支援金
.f境問制勤労者として保JIJ E器使待支緩者:①重症隊寄
した場合、 11'業主の配偶 者、②月賃金1印万ウオ
者、 4観等以内の血自主・銅 ン以上の~，を受給者
成、戚'"促進支m金支給
対象者111，肉発的に滋社
した者の1年内服用などー
忽の崎合にli支!t除外

.動労者に30日以上{定的 .育児休聡{又は育児期勤 .継続服用したIl又11育児
後休暇期u日除外)育児休 労時間短縮}期間(大鍵 休聡などが終わった日が
Q(又は育児問動労時間 際企~の場合、8{後有給 脱する分問の次分捌から

安援室
短縮)を与えて休職終了 休暇j則111]含む)に1人当 分IU)J1tf立で事柴崎所在治
後30日以上継続脱111 り月20万ウォンを支給 特絡厩nJセンターに巾訪

.育児休聡(又11育児期鋤 ※育児休取終了後30円以上 (一指jl1JZi'I可能)
労時間短縮)前30日から 雇用時奨励金50%支媛、

{産前後休暇に続き似JII 6ヶ月継続雇用時残り却完
する渇合、康前後休暇前 支媛

30日から)続しく代将人 .1'f児休聡{又は育児期勤
材を騒mして30日以上継 労時間短編)期間中(産

妊娠・出
続雇用し、育児休聡(又 前後休取に型車続して使

は育児期勤労時間銀縮) う.t!}合、産前後休暇期間

産女性 を使周した鋤労者を30日 合む)代傍人材を使った

雇用安定 以上継続周m 期間の問l人当り月30万

支援金 器HilJU(使1ft)的311・周 ウォン(大規侠企業20万
用(使1fI)後6月間服IJI ウォン}
調書聖で勤労者を際恥させ -勤労契約期間をl年以上
ない場合 とする勤労契約を締結し

.~前後(流・死~)休暇 た:>Jl業主lこ6ヶ月 IIlJ毎月
中か妊・桜中に突約101110又 4∞，0∞ウォン文銀
は派遣問聞が終了した曽 .WJ聞を定めない勤労契約
と契約期間終了直ちに又 を締結・した事業主に初

は出産後1年以内にI{J'以 めの67月間毎月3∞.αm
上とする勤労突約締結 ウォン.以後6十月Ill]hi
ー期間の定めのない勤労 月“lO，似lOウ寸ン支援

契約を締結した渇合、使

待文tl

(随法 '11)44・1.307 (307) 



翻訳

区分 支援要件 支援水準および支援期間 支援金申諦手続

.勤労者代表の同意を受け .ピーク賃金対応銃猟以下 .対象動労者(事業主が代

て定年を56才以上に延長 に減額される節分を賃金 わりに巾鮒可能)が次年
した事業渇で18ヶ月以上 が減額された日から最大 度l月末まで(分期$Itf

定年 勤めて、印才以後一定時 1O~閃支緩(年“)()万ウォ は自主当分問翌月末日ま

延長型 点から賃金が減額された ン限度) で)申込書Eと具備G類を
勤労者 管絡廠111センターに提出
※賃金減額率:1:!ーク賃金

対応20%以上

.定年が57才以上の事業場 -定年前 (55才以後)に貿
で18ヶ月以上勤めて、定 金が減った勤労者はピー
年退職した後、継続雇m ク賃金対応叙鴻以下に滅
されるか.37月以内に 領される鰐分を、定年以
再原則されて賃金が減額 後賃金が減った勤労者は

賃金 再
された鋤労者 ピーク賃金対応70%以下
議賃金減額率 に減額される節分を再雇

ピーク割 雇用型 ー定年前(日才以後)に 月i された日から最大5~

支援金 賃金を滅領する治合、 IIU支援(年6∞万ウォン
ピーク賃金対応20%以上 限度)

ー定年以後から賃金を減

fJIする場合、ピーク貸金

対応30%以上

.定年延長されるか、再雇悶 .ピーク賃金対応50%以下

そ された勤労者の所定勤労時 に減額された節分を定年

l聞がピーク賃金時点対応 延長時は賃金が減額され

勤労 50:臨未溺に減少した勤労者 た日から最大10~閥、 j事

時間
ー定年延長又11再雇lfJさ 凪1II~I1再雇mされた日
れた勤労者の支緩嬰件 から混大5年間支緩(年

短縮型 (賃金減額率除外)は定年 おO万ウォン限度)
延長盟、再服用裂と同一

※賃金減額率:ピーク賃金

対応50%以上

.高齢者・女性又は陣容者 .高齢者周Js環境改普資金 .年中随時、。車問陣容者廊

の健保険者などの厩m安 融資 m公聞に111m
定および.業の促進のた ー向的者tll和施設・装備を .~手中随時、勤労組祉公団

めに関越施役や装備をa 段既・改嘗・交替・購入し にl'時間
但したり改磐しようと思 ょうと思う事業主に最大10
う司E宗主にますし、その者 低ウォンまで年利3%(5年
に必要な費mの一郎を倣 ~眠5~均等償還)で磁資
普r .隊容者1liIffl環境改普資金

融資

高齢者など
ー隙謀者侠立飽設、作業

他政、附衛施~を綾砲し

雇用環境 ょうと思う事業主に陣容

改普支援 者l人当り5千万ウォン、
tJJ染織当たり15億ウォン
まで年利3%(5年据置き5
年均等償還}で融資

-女性原則環境改善資金融資

ー女性観和!i段{女性J!J.

!日体<<I~陸、母乳授乳室、寄
宿舎など)を設置しようと

する事家主に最大5<<tウォ
ンまで年利3%(5年据え置
き5年均等償還)で倣資

(飽法・11)44・1.308 (308) 



緯国における躍用安全網関連の法令・資料(1) 廠用保険法・雇用保険制度

区分 支援要件 支援水準および支援期間 支援金申請手続

.保育施政を単敏又は共同 .積身保育施設の施設長・ .保育敏郎など人件費、中

で設債・巡賞する事業主 教師・炊事館人件費支緩 小企業検沿保育施設選管

OJ80万ウォン) 費(紋材・教J:t.費):前

.中小企業磁場保育施設速 月分にt.fし狸月末日まで
営費支後(月120-必O万 保育締役所H.池管絡履周
ウォン} センターにゆ鋪

現場保育施設 .7億ウォン限度融資{年 .保育II段段限貸JU生資・
事H-2%、 5年鋸促き5lF 無償支tl:鋤労舗祉公開
均等分割償還) 6しくは取場保育絡役文
-絡役転換費{般向2健ウォ tlセンターに融資・祭償
ン、事業主間体115億ウォ 支tllTI1I
ン)と悠久備品費(最高

5(削万ウォン}無償支緩

.建設業を行う事業主が事 .後保険者資絡llIJi息申告実 -半期別に鞭JJ:末日まで、
祭場別に1iitffl符環責任者 績により月20万ウォン 所;阪地特'書原JIJセンター
を選任して日扇動労宥彼 (印-199人)から50万 lこ 111~1I
保険者資織の巾伶{勤労 ウォン (7'∞人以上)ま
内容確認申告}等届1fI保 で格差支緩

建設勤労者雇
険事務処農をすること .建設庖m保険カードをi~
〈月延ぺ人致団人以上 JIIした申告実織によりJJ

用保険管理 {=lヶ月間勤労日数の 2O)jウォン(叩-199人)

支援金支援 合計が却臼以上であるこ から50Jiウォン (4∞人
と)> 以上)まで追加支援

-法定期間内に申告するこ .・ω.1.1から曾面によるlt
と 告実績は支健対象から除

-電子的方法 (EDI.lB段 外される
原mw.険カード)でITtを
すること

(龍法 '11)44・1.309 (3ω) 



観訳

区分 支援要件 支援金額 申請手続

-池方官暑の長から側線過 〈集体調練〉 .訓練実施者は訓練開始7
程の認定を受けた後聴衆 .聡種別調練費11I~ìfI単価 目前までに認定申込昏を

問線を実飽(自体又は餐 x調盤係数x銅線時間x 所従地管特服用センター
託可能} 銅線修了人J.'lx8O% (優 に提出して認定を受け湖

※支援を受けることができ 先支援対象企業Ul00%) 線尖錨

る聡業訓練11集体側線、 終ただし、事業主が受託悶線 .別総費mの支援を受けよ
現場訓練、遠隔捌線、iJ! 機関に支払った銅線費'"が うと思う事業主は獅l線終
合側純である 上の金額より少ない場合、 了後又は3ヶ月間保の問11

~際支払った金額を文tl 紛I~起施後30日以内に*
〈現場関線〉 業場所在地管側廠111セン

職業能力開発 .~体調練の文様金額 x40% ターに聴衆能力問先訓練 l

訓練支援
〈遺隔銅線〉 焚111支後申請
.インターネ 7 ト遠隔測線 E良県桑能力開発問線支娘、

ー所E堅調練費10x8O% (優 有給休寂銅線支t援金の合
先支援対象企業1飢協) 貯留Iは該当年度踊 m~安
波支援限度1il1コンテンツ 定・聡案能力開発事業保

容資等級により絡2監づけ 険料の240%(大規彼企業
-郷使途隔銅線 は100%)を限度に文銀
ー所第訓練費JfIx8O% (優 -ただし、服用労働部長

先支援対象企業l()(泌) 官が廠J1J綱撃の文援など

※支援限度額11~U車線開Ifl' が必要と指定・告示した
価等級および過程審貸噂 梁極又は地域の事業主に

飯により絡~づけ U:服1目安定・ Q案能力開

.期間制・短時開・派遣・ -賃金支援
先取業保険料の3仰弘(大

期間制 日艇勤労者 ー所定銅線時間 X綬低賃
規模企業130%)を限度に

な ど 金法による時間当り位低賃
-事業主が異なる ll~ 来

訓練優待 金(優先支援対象企業は最
(協力会社)の勤労者を

低賃金額の1∞分の120)
対象に訓練を尖織する劫

合には廠JI)安定・ E誕祭飽
.150人未満企衆又は優先 .賃金支援 力開発事業保険料の剖%

支援対象企業:7日以上 ー所定銅線時間xQ低rt まで追加支給
の有給休眠を付与して30 金法による時間当り段低賃 -交代制;amを受ける勤

有給休暇 時間以上の銅線尖施 金{優先支t震対象企業11依 労者を対象に訓練を災飽
訓練支援 -その他企業 :60日以上の 低賃金額の1ω分の150) した場合、調練費l脱退

有給休暇を付与してl却 .間総費支援 加支給
時間以上の訓練災飽(l .~体銅線文俊と同一1島 認a~成訓練および有給休暇
年以上在駿勤労者) 自院で支援 {代将人材採用支彼合む)

.150人未満企梁又は優先 .代勝人材賃金支援 による賃金支援は文銀限

代替人材 支緩対象企業:30日以上 -所定勤労時間x最低賃金 !廷から除外

採用支援
の有給休暇を付与して 法による時開当り最低賃金

120時間以上の訓練実路 -訓練費および訓練生賃金
優待 して空席に勤労宥を新し は干i給休暇銅線とl司-)1.

く保m i¥'tで支緩

.聡案能力開発銅線路股を .事業主、事業主間体、勤労 .住所地又は事業織所fE地
位置するか訓練錠備を賜 r.-悶体、取案能力開発銅線 を管事書する純I五l産業人材
入しようとする事業主、 法人および成業能力rlll~lO~ 公 I.H地成本節・文~j でiを

職業能力 事業主閉体、勤労者・同体、 線施設にω低限度で所~W 付時l締

開発訓練 IUq練法人、耳目m労働部指 金の90拡範閲内で貸付
定訓練Mi紋 .貸付金利:優先文様対a:t

施設・装備 企業年1%、中小企業験
資金貸付 業訓練ヨンソーシアム怠

加大企業1%、大統制E企業
2.5%、聡案能力開発訓練
法人など4%

(龍法 '11)44・1.310 (310) 



韓国における届用安全網関連の法令・資料(1) 届用保険法・庖用保険制度

区分 支援要件 支援金額 支援申請手続

.優先支援対象企業勤労 .積極別調練費用告示単価 -受傷終了後30日以内に住
者r，40才以上の者‘際取 のl倒跳範図以内で受fIt費 所地又は銅線機関管絡雇

予定r.-として周練中又11 周の80%-1瓜路支援(食 mセンターに勤労者受揚
凋線修了以後1十月以内 事サービス、その他ザー 文m金支給を111論

2011 に降職した~・， WJRU制助 ピス聡種、外岡請の場合

労71-，似l時間勤労者.派 には受線科の5Ot-8O%支

3.31. 
遺勤労者¥日届勤労者、 援}

胤IJI保険任意加入自営業 .1人当り年間100万ウォ
以前 :針が ~Jft負担で職業訓練 ン (:{E聡期間5~IIQ3叩万

を受指した泊合(所定1] ウォン}限度

勤労者 散の8肌以上UlIt) ※支援限度額11勤労者能力

受講
開発カード受湯支援と合

算

支援金
.優先文扱対象企業勤労 .聡種別銅線費m告示.ij!.価 .受緑終了後30日(雌験予

支援 者.雌聡予定者として悶 の1飢胤範関以内で受揚費 定者の総合には90日)以
線111又111Vo1線修了以後90 JIjのgm;支援(:食事サー 内に住所地又は銅線侵関

2011 
IJ以内に隆隠した者、扇 ピス、その他サーピス聡 符綿服111センターに動労
IJJ 保険任怠加入(1営業者 樋.外国語の嶋合には お受白骨文t益金支給をゆ溺
がn費iHtlでE草案銅線を 5(1.見支援}

毒労者
4.1. 受認した渇合(所定Blt.1人当り年問l007Jウ寸

以後 の以鴻以上1II~) ン(必:聡期間5年間3∞万
ウォン)限度

※支援限度額li勤労者能力
開発カード受議支援と合

事E

-則問$lJ勤労青.銀時f!U鋤 .1人当り年間l∞]Jウオ .カード111J1l(健保険制:
労r.-、派遣勤労者、 1I紙 ン(在職期IOJ5年IIQ3ω万 近くの嵐mセンター又

勤労者
勤労Ji-が勤労lt能力開発 ウォン}限度 は Hル~!~._~，~~~IJr(~: I 
カードの発給を受けて磁 ※支綾限度額は勤労者受講 !to.kr)に能力開発カード

能力開発 111労働郎長wの認定を受 文後金と合算 111込書と勤労契約で (B
カードによ けた訓練過符を受携する -各訓練過程の災受線料金 廠動労者は除外)従ul

る受講支援 渇合、訓練終了後訓練機 額支援 -訓練費JIJ(訓練機関): 
l悶に凋線貸JIJ支給 寧食事サービス、その他 凋酬r後川内PM|
※カード有効期間:発給日 サービス聡純.外lilJ昔の 組

m
符微風JIJ-とンターに111

から1!J; 渇合には波路支媛

.勤労行本人の能力関党の -登録科{入学金.綬染料. .オンライン受付

勤労者学資金 ために校能大学、ザイ 期成会費など)金M .オフライン受付:J，.;住地

および
パ一大学又IHJ門大以上 -2年制又は4!Ffj!J大学本 管絡の勤労錨祉公団地~
の学校に入学するか‘ ft 来-後l年から4年償還 本郎・支社で支援IJl諭

訓練費貸付 宇中の彼保険li ※金利:縫阻き期間年1%、
償還期間年3%

(龍法 '11)44・1.311 (311) 



観訳

区分 支援要件 支援金額 申請手続

-職来安定機関に)Jt聡Jt録 -訓練費 -服lfIセンターなど聡業安

した15才以上の失染者 ー験種別銅剣!ft}fll6it¥Jii. 定機関に求職J!録、訓練
.進学しない青少年 価x調整係数x単位期間 相談後

中の銅線時間x平均間線 ー訓練使関に求職登録証

国家基幹戦 生数 を提出.開練生選按

略産業職種
-訓練手当など

ー銅線手当月20万ウォ
訓練支援 ン、交通貨月5万ウォン

(単位期間出席目散が1∞
分の剖以上である者)

勢者事

一寮資月212，500ウォン、
食費月6万6千ウォン

.Jiitffl保険被保険者であっ -訓練費 .Jiitlflセンターなど験梁'必
た失業者として職業安定 -1人当り2∞万ウォン範 定機関に求聡笠録、周}IJ
償問に求職笠録して職業 囲内で災関線費支援 センターを防問I抑制およ

側線を受けようとする場 ※悶線分野により飢餓費の ぴ側線相銃後

合 一定比率は銅線生が負倒 ー銅線分野および訓練過

前職失業者 .if.I線手当など 程遠択

就業訓
ー交通費:1日2，5ωゥォ
ンx出席目量生{月5万ウォ

練支援 ン限度)

ー食伊代:183，3∞ウォ
ンx出席日数 (6万6千
ウォン限度)

※1日5時間以上訓練過程に
出席した者に限る

(飽法 '11)44・1.312 (312) 



緯固における届用安全網関連の法令・資料(1) 雇用保険法・雇用保険制度

3.失業給与および育児休職給与など

区分 支給要件 支給金額 申請手続

.雇用保険適用事案渇で魁聡 .I'3.Q時の年齢と健保険期間 .失聡後、居住地管絡扇舟セ
臼以前18今月間後保険単位 により卯-240H閥、失Q ンターに求職:{t.録および
期間が通算して180日以上 I~>I!均賃金の日泌を支給 「受給資格認定申込舟J縫
であり、会祉の経常事情な ー綬高:40刈)()ウォン lH 
ど;Jj:自発的に離聡した渇合 ー段低:最低賃金額の90% .tfl&背後、再試験活動必要問

※正当な埋陶のない ~I 己の 'J~ ※求聡給与は実際に失総状態 聞により1-4週の範閥で扇
怖で聡織を静めるか本人の にあった日数の金額を支給 mセンターが指定した日に
l[(大な過失で解服された場 し‘本人が申告した銀行rr 出席して鉱業相談および失
合には求聡給与を受けるこ 厳に入金される ~認定
とができない I所定給与日数】{単位:1]) ー凶¥!J居住者などの渇合、

.失聡後.勤労意思と能力を

~ぞ
l~手 3年 5年 "使、フ Tツクス又はイン

持って積極的に再段取活動 l年 以上 以上 以上 JO年 ターネット(インターネッ

休職給与 をすること ま讃 3年 5年 10年以上 トIJ:公翠認証書を通じてだ

※退聡E寺.退取金・辺聡慰労 ま漬 まillま演 け可能)等を利用した失袋

金などとしてl億ウォン以 lli-.f;演" ω120 l切 180 認定l二を受領するか受領が錨尖 lli以上 若宮待機期間 (7日)終了後.
mされる者は失業申告日か ー 90 120 150 180 210 所定給与口敬 (90-240U)
ら失業給付支給を3サJJ:納 soa..l:iA に該当する日まで失業給与

予 soa以上 支給(指定された失業銀定.u鳳鋤労者は失業給付IIIJII 1ヨよぴ 90 150 180 210 240 日に正当な理由〈出席しな
前l今月間、勤労日Itが10 陣害者 いか就聡した渇合、当諸問

日未満でなければならず. 聞の問所定給与nltが減
卯日以上を日廊勤労おとし る)

て勤めることなど追加的安

件を光足すること?

.失業給付申請後7U以上の ..ljt験給与額と1"1額 .肘住地管"の脳llJセンター

疾病・負傷で失業必定を受 に侮;M給与(UiBt時)6fTR 
けることができない結合 曾鈍ul(代理人締求可能)
.受給資絡者が出産により枕 ー一般:治.後14日以内に

悔病給与 1憶が不可能な場合 諭求

ー出産:出産後45日経過日
以後M日以内に鵡求
ー長期傷病受給期間後退:

受給期間終了後30日以内

訓練 -政業安定機関の誕の聡~飽 .Q案能力関発調線を受ける .銅線を受ける捌閥、 18住地

延長
力開発訓練指示によって郡l 期間(最大2年)求聡給与 管暢の雇用センターに1-4

給震与
線を受織する場合 の1似泌を延長支給 週範闘で失業認定111&市内総

給与 tII 

個別 -批業が特に図録で生活が.~.a業が特に悶簸な場合には .陪{主地管椅の廠111センター
延長 しい受給資絡者として寝来 ω日範囲内で求聡給与の に個別延長給与附8i'It'J鍵111

給与
安定償問の長が認めるお 70誌を延長支給

(飽法 '11)44 -1. 313 (313) 



翻訳

区分 支給要件 支給金額 申締手続

.待機期間(失業lt告日か .求取給与日飢に残余給与 .1写~駁した日又は事業開
ら7日)が過ぎた後.安 日数の1/2を続けた金額 始…ヶ月経過以後 l
定した験祭に67月以上 (flut駁する当時日才以 管絡胤111センターに早期

早 期 継続して戚111された(事 上か、隊答者・の場合、残 再a職手当鈎求書縫1II
再就職

業を営んだ)泌合として 余給与日数の2/3支給)
残余給与日数が30日以上

手 当 の嶋合 (4~~震を営んだ場

合にはl[rJ1以上自営業耳障

館活動で失梁既定を受け

ること}

就業促華
.聡業安定俊関の援が指示 .実際に関線を受けた日I.1-4週の範闘で1居住地管

職業能力 した職衆能力開発問練を 日5，000ウォン "の周期センターに騎乗

開発手当 受ける時 ※失Z薦者;'1f.I線など鼠複受給 飽力開発訓練受海証明書
の場合、除外 拠出

-聡業安定償l闘の誕の紹介 -宿泊料:災費(l日40，∞o.広島員求聡i活動終丁目から
で居住地で叩km以上雌 ウォン限度) 14日以内に府住地管轄の

広域求職 れた会社に求聡活動をす .運賃:実質(交通手段別 周'"センターに広域求総

活動費 る時 中等級水場) 活動ftill'l求書E総出
話器公務員旅費規定第16条第
1項別表2

.就Qするか験案能力開発 -実質 (2.5トン貨物自動車 .移住したHから14日以内
訓練を受けるために引っ l台分を組える場合、実 に居住地符"の服JIIセン

移住費
鎗しをする時 貨の80%を支給するもの ターに移住;J母繍求曾縫出

とし、 5トンを超える場
合には5トンを上限)文
給

.育児w聡開始H以前に後 .11児休験的の通常賃金の .育児休聴を開始した日以
保険1判長期間が通算して 40誌を支給(上限額1∞万 後1ヶfJから終了後12ヶ
I回目以上で背児休職を ウォン、下限額50万ウォ 月以内に腺泊所在地管|

育児休職
30日以上付与された治合 ン)，育児休聡給与中一 結又は隠住地管織の扇用

部(15%)は験渇復帰6ヶ センターにI例措
給与 月後一綿払いで文給

※ただし.1)災受飢額が剖

万ウォン未満の渇合、月

田万ウォン支給

-休吸が終わった臼以前‘ .優先支援対象会来11叩日 .休暇を開始した日(大規
被保険単位朋IllJが通算し 分、その他の企業は30日 模企業は休暇開始後印日

産前後 てl即日以上で、「勤労基 分 が過ぎた日)以後l十月

(流産・死産)
地法J~74条による産前 ー最高:1357Jウォン~ から終了後12ヶ月以内に
後(流滋・死産)休暇な 405万ウォン ~梁泌所在地管事事又は厨

休暇給与 どを付与された場合 ー段低 :l稔低賃金 住地管制のJiiImセンター
にIt1dff(30日思f"lでltll1i
可能)

(随法・11)44・1.314 (314) 


